
メント手続制度による意見募集を実施したが、提出件数が0件であった。広報・ホームページ・市民セン
課題

ター等の閲覧以外の周知方法が実施できなかった。
(できなか 

　
 ったこと)

　

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 健康日本２１かりや計画最終評価進捗率（％） ― 100.0 ― ― ―
指標
成果 第２次健康日本２１かりや計画策定進捗率（％） ― 30.0 100.0 ― ―
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 2,499 2,215 0 合計 2,214,900 円
報償費 230,400 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 147,000 円
委託料 1,837,500 円

一般財源 0 2,499 2,215 0

職員人件費　② 0 9,903 11,572 18,320

総事業費（①＋②） 0 12,402 13,787 18,320

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

６

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 福祉安全

基本施策 健

　

康づくり
施策体系

施策

刈

の内容 健康の増進

目
　

谷

　
　
的

だれもが元気に

市

明るく暮らすために、

事

一人ひ

主
た
る
内
容

○平

務

成16年3月に策定し

事

た「健康日本２１かり

業

とりが健康的な生活習

評

慣を身に付け、継続し

価

や計画～健康で元気な

シ

まちを目指して～」が

ー

ていけるように、健康

ト

づくりに取り組みやす

（

最終年度を迎えるため

様

、第2次計画（平成2

式

6年
い環境を整備し、

１

生涯を通じた市民の健

）

康づ 度～平成35年度

会

）の策定を行う。
くり

計

を総合的に推進する。

名

　

位
置
づ
け

関連計画 健

担

康日本２１計画、健康

当

日本２１あいち新計画

部

根拠法令 健康増進法

対

福

象者 市民 事業期間 平成

祉

２４年度 ～ 平成２５年

健

度

実施方法 □直営　■

康

委託　□指定管理　□

部

補助・助成　□その他

一般会計
健康日本２

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

１

績

２３年度実績 ２４年

か

度実績 ２５年度実績 ２

り

６年度計画

 ・作業部

や

会の開催　 3回 ・作

計

業部会の開催　　 4

画

回 策定した第２次健康

策

日本２１
 ・策定部会

定

の開催　 3回 ・策定

事

部会の開催　　 3回

業

かりや計画に基づき、

担

関係各
 ・健康づくり

当

に関するアンケ ・策定

課

懇話会の開催　 3回

健

種事業を推進する。
 

康

　ート調査及びヒアリ

課

ングの ・パブリックコ

款

メントの実施 　
　　　

項

―――――――　　　

目

　実施 ・計画書及び計

担

画概要版の作 ※「健康

当

日本２１かりや計画
・

係

アンケート調査報告書

保

及び 　成 　推進事業」

健

にて実施
　最終評価報

企

告書の作成
　

　策定の

画

ための作業部会、策定

係

部会、懇話会を開催し

4

て計画の検討を行うと

1

ともに、スーパーバイ

1

ザーの助言を得て計画

成果 書及び計画概要版を作成した。

(できたこと)

　パブリックコ



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　健康日本２１計画の策

平

定は、健康増進法によ

成

り、都道府
・法的業務

２

高い
県に対しては策定

６

義務が、市町村におい

年

ては努力義務が課
必要

度

性 ・市民ニーズ、社会

　

需要 せられている。
・

刈

市民生活上必要である

谷

　など

　健康づくりに

市

関する指標・目標を数

事

字で表しており、達
・

務

コストの節減、費用対

事

効果
普通

成度の評価を

業

することができる。
効

評

率性 ・執行体制の効率

価

性
・手段の最適性　な

シ

ど

　健康づくりに関す

ー

る市民の取組みや健康

ト

課題、健康づく
・市が

（

主体となって実施する

様

高い
りのための環境整

式

備を明確化する計画で

２

あるため、地域、
妥当

）

性 　べき事業であるか

会

関係機関、企業、行政

計

等による健康づくり支

名

援を推進する
・総合計

担

画との整合性　など た

当

めには、市が主体とな

部

って実施することが有

福

効である。

　アンケー

祉

トやヒアリング等によ

健

り、市民、関係機関、

康

企

施策への ・施策への

部

貢献度
高い

業、関係各

一

課の意向を反映した計

般

画を策定することによ

会

り
・目標達成度 市民サ

計

ービスの向上へとつな

健

げることができる。
貢

康

献度 ・市民サービスへ

日

の効果　など

今後の方

本

向性 □拡充　■現状維

２

持　□改善・効率化　

１

□縮小　□終期設定　

か

□休止・廃止

・今年度

り

は、最終評価結果を踏

や

まえた計画策定年度と

計

なるため、策定機関に

画

ついて昨年度までの作

策

業部会、策定部会
に加

定

え、新たに策定懇話会

事

を立ち上げることで、

業

より綿密な検討ができ

担

るような体制を作って

当

いく。
・市民の意見を

課

反映させた計画にする

健

ために、パブリックコ

康

メントを実施する。

課

款 項 目

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

担

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

当

　
評
　
価
　
∨

係 保健企画係

4 1 1



と思う市民の割合 ― 82.8 ― 85.0 85.6
指標 （％）

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 74,000 265,200 254,000 244,000 合計 254,000,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 254,000,000 円

一般財源 74,000 265,200 254,000 244,000

職員人件費　② 0 354 351 366

総事業費（①＋②） 74,000 265,554 254,351 244,366

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

６

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 福祉安全

基本施策

　

健康づくり
施策体系

施

刈

策の内容 地域医療体制

谷

の充実

目
　
　
　
的

平成

市

23年4月より救命救

事

急センターに指定され

務

主
た
る
内
容

○健診棟（

事

新2棟）建設
た刈谷豊

業

田総合病院において、

評

医療法人豊田 　・ＲＣ

価

造地上8階地下1階建

シ

て免震構造
会が実施す

ー

る健診棟整備事業に対

ト

し支援する 　　　健診

（

センター（1・2階）

様

ことにより、市民に対

式

する医療サービスの向

１

　　　小児病棟（3階

）

）38床
上に寄与する

会

。 　　　個室病棟（4

計

～6階）76床
　　　

名

緩和ケア病棟（7階）

担

20床
　　　機械室（

当

8階）
　　　放射線エ

部

リア（地下1階）
　・

福

工期　平成25年1月

祉

～平成26年9月

位
置

健

づ
け

関連計画

根拠法令

康

対象者 医療法人豊田会

部

事業期間 平成２３年度

一

～ 平成２６年度

実施方

般

法 □直営　□委託　□

会

指定管理　■補助・助

計

成　□その他

刈谷豊田総合病院

Ｂ
　

施

事
　
業
　
実
　
績

２３年

設

度実績 ２４年度実績 ２

整

５年度実績 ２６年度計

備

画

救命病棟（3棟4階

補

）ＩＣＵの 5棟1階改

助

修工事及び新2棟新築

事

新2棟新築工事の実施

業

に対し、新2棟新築工

担

事に伴う医療機器
拡張

当

工事の実施に対し、補

課

助 工事の実施に対し、

健

補助金を 補助金を交付

康

した。 整備に対し、補

課

助金を交付す
金を交付

款

した。 交付した。 る。

項

　刈谷豊田総合病院に

目

おいて、病床の確保、

担

がん治療及び予防医療

当

の充実、周産期医療の

係

整備、災害拠点病院と

保

しての機

成果 能強化を

健

図るため、新2棟の建

企

設工事を進めた。

(で

画

きたこと)

課題

(でき

係

なか 

 ったこと)

指

4

標名称（単位）
実績値

1

目標値

２３年度 ２４年

1

度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 安心できる医療環境が整っている



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　本市唯一の総合病院

平

である刈谷豊田総合病

成

院の存在は市
・法的業

２

務
高い

民にとって大変

６

重要であり、病院施設

年

の充実は安心感を増
必

度

要性 ・市民ニーズ、社

　

会需要 すこととなる。

刈

・市民生活上必要であ

谷

る　など

　市民病院を

市

運営・管理する経費と

事

比較した場合、経費節

務

・コストの節減、費用

事

対効果
高い

減ととらえ

業

ることができる。
効率

評

性 ・執行体制の効率性

価

・手段の最適性　など

シ

　刈谷豊田総合病院を

ー

市民病院的病院として

ト

位置づけ、官
・市が主

（

体となって実施する
高

様

い
民の連携により地域

式

医療の中心的役割を担

２

う。
妥当性 　べき事業

）

であるか
・総合計画と

会

の整合性　など

　高齢

計

化による医療を必要と

名

する人口の増加や、医

担

療の高

施策への ・施策

当

への貢献度
高い

度化に

部

対応するため、刈谷豊

福

田総合病院の設備の充

祉

実が求
・目標達成度 め

健

られている。
貢献度 ・

康

市民サービスへの効果

部

　など

今後の方向性 □

一

拡充　■現状維持　□

般

改善・効率化　□縮小

会

　□終期設定　□休止

計

・廃止

　市民病院的病

刈

院としての位置づけに

谷

より、引き続き医療法

豊

人豊田会に対し適切に

田

補助を行う。

総合病院

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

施

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

設

価
　
∨

整備補助事業
担当課 健康課

款 項 目 担当係 保健企画係

4 1 1



1,463人 施。　　　　　
育児相談：1,323人 育児相談：1,581人 育児相談：1,619人 　育児相談は毎月2回実施、訪
訪問：728人 訪問：577人 訪問：610人 問は希望者及び要支援者に対
離乳食講習会：545人 離乳食講習会：426人 離乳食講習会：375人 して実施。

　乳幼児健康診査については97.4％の受診率となった。また、未受診者のうち訪問や面接ができたものが14.8％、他課に

成果 状況確認できたものが2.6％、アンケートの返送や電話連絡できたものが7.8％あった。

(できたこと)

　健診未受診者の中で、家庭訪問や電話等で連絡のつかないものが33.9％であったため、受診の勧奨と未受診者の状況把
課題

握の方法を検討する必要がある。また、育児を取り巻く環境の変化により、妊娠や育児に不安を持つ母親が増加しており
(できなか 

健診アンケートでは「育児に自信が持てない。」と答えた人は8.8％であった。乳幼児健康診査など各種事業の機会をと
 ったこと)

らえ、不安の軽減に繋げていく必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 4か月児

Ｄ

健康診査受診率（％）

　

99.9 99.3 99

　

.9 99.9 99.9

　

指標
成果 3歳児健康診

Ｏ

査受診率（％） 94.

　

3 95.4 97.0 9

　

8.0 99.0
指標

安

∧

城市　4か月健康診査

　

受診率　96.9％　

　

　　3歳児健康診査受
実

診率　98.7％　 　 （平成25年度）
他市　 との 知立市  4か月

施

健康診査受診率　99

　

.1％　　　3歳児健

　

康診査受診率　97.

∨

9％   （平成25年度）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 215,256 212,311 210,310 222,315 合計 210,310,158 円
需用費 1,696,880 円

財
　
源

特定財源 48,582 45,981 3 0 役務費 181,740 円
委託料 199,497,618 円

一般財源 166,674 166,330 210,307 222,315 扶助費 8,933,920 円

職員人件費　② 21,176 17,685 30,929 24,255

総事業費（①＋②） 236,432 229,996 241,239 246,570

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 平成25年度愛知県妊婦健康診
査支援基金事業費補助金

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

２

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

６

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

年

合計画
分野 福祉安全

基

度

本施策 健康づくり
施策

　

体系
施策の内容 母子保

刈

健の推進

目
　
　
　
的

将

谷

来を担う子どもたちと

市

その母親の健全な育

主

事

た
る
内
容

○母性、乳児

務

、幼児の健康の保持増

事

進を図る
成を目指すた

業

め母子保健事業を推進

評

する。 ために、妊娠期

価

から育児期にかけて健

シ

康診査
をはじめ、知識

ー

の普及、保健指導、訪

ト

問指導
等を実施する。

（

○集団での4か月児健

様

康診査をはじめとする

式

乳
幼児健康診査、医療

１

機関委託による妊産婦

）

乳
児健康診査などを実

会

施し、必要に応じ育児

計

相
談や家庭訪問等によ

名

り支援する。

位
置
づ
け

担

関連計画 健康日本２１

当

かりや計画、次世代育

部

成支援行動計画

根拠法

福

令 母子保健法

対象者 市

祉

民（妊産婦、乳幼児お

健

よび保護者） 事業期間

康

～

実施方法 ■直営　■

部

委託　□指定管理　□

一

補助・助成　□その他

般会計
母子健康診査

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

等

績

２３年度実績 ２４年

事

度実績 ２５年度実績 ２

業

６年度計画

妊婦健康診

担

査：23,366件 妊

当

婦健康診査：22,7

課

62件 妊婦健康診査：

健

22,493件 　妊産

康

婦・乳児健康診査は、

課

産婦健康診査：1,5

款

12件 産婦健康診査：

項

1,427件 産婦健康

目

診査：1,461件 受

担

診票を交付し、医療機

当

関委
乳児健康診査：2

係

,819件 乳児健康診

母

査：2,812件 乳児

子

健康診査：2,787

保

件 託にて実施。　　
4

健

か月児健診：1,70

係

1人 4か月児健診：1

4

,713人 4か月児健

1

診：1,720人 　乳

2

幼児健診は対象者に案内
1歳6か月児健診：1,580人 1歳6か月児健診：1,606人 1歳6か月児健診：1,638人 文を送付し、毎月各3回ずつ実
3歳児健診：1,424人 3歳児健診：1,441人 3歳児健診：



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　母子保健法に規定されており、母性

平

、乳児、幼児の健康
・

成

法的業務
高い

の保持増

２

進のために、市が実施

６

主体となって行う必要

年

があ
必要性 ・市民ニー

度

ズ、社会需要 る。
・市

　

民生活上必要である　

刈

など

　健康診査の種類

谷

により、集団または個

市

別方式により適正
・コ

事

ストの節減、費用対効

務

果
普通

な手段で実施し

事

、必要な事例について

業

は支援に繋ぐことが
効

評

率性 ・執行体制の効率

価

性 できている。
・手段

シ

の最適性　など

　母子

ー

保健法に規定されてい

ト

る健康診査であり、す

（

べての
・市が主体とな

様

って実施する
高い

子ど

式

もが、健やかに成長す

２

る社会の実現のための

）

事業であ
妥当性 　べき

会

事業であるか る。また

計

、総合計画においても

名

、健康づくりの施策の

担

内容
・総合計画との整

当

合性　など のひとつと

部

して、母子保健の推進

福

が謳われている。

　総

祉

合計画の基本方針の達

健

成のために、母子保健

康

の推進は

施策への ・施

部

策への貢献度
高い

基本

一

的なものである。個別

般

にきめ細かな支援をし

会

ており、
・目標達成度

計

増減はあるものの目標

母

値には近づいている。

子

貢献度 ・市民サービス

健

への効果　など

今後の

康

方向性 □拡充　□現状

診

維持　■改善・効率化

査

　□縮小　□終期設定

等

　□休止・廃止

　母子

事

保健の推進に向け、各

業

種健康診査受診率の向

担

上を図るための方策の

当

検討と未受診者の把握

課

及び必要な事例につ
い

健

ては関係部署と連携し

康

て対応していくことが

課

必要とされる。

款 項 目 担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

当

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

係

　
価
　
∨

母子保健係

4 1 2



件、ひまわり相 3歳児健診157件、ひまわり相 3歳児健診98件、ひまわり相談
談室32件 談室27件 室13件
育児相談、幼児健康診査時の 育児相談、幼児健康診査時の 育児相談、幼児健康診査時の
栄養相談：231人 栄養相談：233人 栄養相談：217人

　あかちゃん訪問利用率は前年度の83.7％から86.9%に大幅に向上しており、母親の育児不安の軽減の一助とすることが

成果 できた。発達相談、栄養相談等を必要に応じ実施することができた。

(できたこと)

　あかちゃん訪問に関しては、全戸訪問ができていないため、さらに現状分析をし、勧奨に努めていく必要がある。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 あかちゃん訪問利用率（％） 　74.0 83.7 86.9 88.0 89.0
指標

 
指標

　あかちゃん訪問の担当スタッフについては、他市では保健師、助産師、看護師、保育士等が配置されてい
他市との るが、当市ではすべてのあかちゃん訪問に助産師が出向いている。
比較検証

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

　

　
ス
　
ト

単位：千円
２

∧

３年度 ２４年度 ２５年

　

度 ２６年度 ２５年度

（

　

決算） （決算） （決算

実

） （予算） 事業費内訳

　

事業費　① 15,53

　

6 16,615 16,

施

302 17,530 合

　

計 16,302,05

　

5 円
報償費 5,59

∨

4,300 円

財
　
源

特定財源 4,717 3,808 4,628 4,600 需用費 378,378 円
役務費 70,175 円

一般財源 10,819 12,807 11,674 12,930 委託料 10,259,202 円

職員人件費　② 16,152 14,501 18,305 23,156

総事業費（①＋②） 31,688 31,116 34,607 40,686

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 愛知県子育て支援対策基金事
業費補助金

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 福祉安全

基本

度

施策 健康づくり
施策体

　

系
施策の内容 母子保健

刈

の推進

目
　
　
　
的

母親

谷

の育児不安等の解消を

市

図り、子どもが健

主
た

事

る
内
容

○発達相談とし

務

て、子育てに困難を抱

事

えてい
やかに生まれ育

業

つ環境づくりを推進す

評

る。 る家庭に対し、心

価

理判定員による個別相

シ

談　
を行う。
○あかち

ー

ゃん訪問として、安心

ト

して育児がで
　きるよ

（

う新生児、乳児、産婦

様

の自宅を訪問
して、保

式

護者の多様な相談に応

１

じる。
○育児、生活面

）

での不安について、栄

会

養士、
保育士が健康教

計

育や相談に応じる。

位

名

置
づ
け

関連計画 健康日

担

本２１かりや計画、次

当

世代育成支援行動計画

部

根拠法令 母子保健法

対

福

象者 市民（乳幼児及び

祉

その保護者） 事業期間

健

平成２１年度 ～

実施方

康

法 ■直営　■委託　□

部

指定管理　□補助・助

一

成　□その他

般会計
育児健康支

Ｂ
　

援

事
　
業
　
実
　
績

２３年

事

度実績 ２４年度実績 ２

業

５年度実績 ２６年度計

担

画

あかちゃん訪問利用

当

件数：　 あかちゃん訪

課

問利用件数：　 あかち

健

ゃん訪問利用件数：　

康

あかちゃん訪問利用件

課

数：　
　1,296件

款

（産婦数1,289件

項

） 　1,477件（産

目

婦数1,464件） 　

担

1,519件（産婦数

当

1,506件） 　1,

係

539件
発達相談：1

母

歳6か月児健診154

子

発達相談：1歳6か月

保

児健診128発達相談

健

：1歳6か月児健診1

係

24発達相談・栄養相

4

談：乳幼児
件、チュー

1

リップ相談室23件､

2

件、チューリップ相談室22件､件、チューリップ相談室24件､健康診査、育児相談等におい
2歳・2歳6か月児健康相談96件2歳・2歳6か月児健康相談96件2歳・2歳6か月児健康相談98件て必要に応じ実施する。
3歳児健診151



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　母子保健法に規定されている。核家族

平

の増加等社会の変
・法

成

的業務
高い

化により、

２

妊娠から育児期におけ

６

る不安や孤立及び虐待

年

予
必要性 ・市民ニーズ

度

、社会需要 防の視点か

　

ら支援が必要とされる

刈

。
・市民生活上必要で

谷

ある　など

　対象者が

市

限定されるものについ

事

ては、計画的に実施し

務

て
・コストの節減、費

事

用対効果
普通

いる。
効

業

率性 ・執行体制の効率

評

性
・手段の最適性　な

価

ど

　母子保健法に知識

シ

の普及と保健指導につ

ー

いて規定されて
・市が

ト

主体となって実施する

（

高い
いる。総合計画に

様

おいては、健康づくり

式

の実施事業として
妥当

２

性 　べき事業であるか

）

掲げられている。
・総

会

合計画との整合性　な

計

ど

　育児不安等の解消

名

を図り、子どもが健や

担

かに生まれ育つ

施策へ

当

の ・施策への貢献度
高

部

い
環境づくりに貢献し

福

ている。あかちゃん訪

祉

問については、
・目標

健

達成度 目標達成してい

康

る。
貢献度 ・市民サー

部

ビスへの効果　など

今

一

後の方向性 □拡充　□

般

現状維持　■改善・効

会

率化　□縮小　□終期

計

設定　□休止・廃止

　

育

あかちゃん訪問の実績

児

については年々増加し

健

ているが、全戸訪問に

康

は至っておらず、今後

支

勧奨方法等を検討し、

援

で
きるだけ多くの家庭

事

を訪問し、養育支援訪

業

問事業関係部署との連

担

携とその体制の構築が

当

必要とされる。

課 健康課

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

款

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

項

　
価
　
∨

目 担当係 母子保健係

4 1 2



数(回） 1,444 1,497 1,438 1,450 1,450
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,863 4,555 4,264 5,099 合計 4,264,388 円
報償費 955,968 円

財
　
源

特定財源 2,558 1,434 1,122 1,210 旅費 38,020 円
需用費 1,770,174 円

一般財源 2,305 3,121 3,142 3,889 役務費 205,600 円
委託料 1,199,176 円

職員人件費　② 30,508 28,649 20,409 22,423 使用料及び賃借料 85,450 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 35,371 33,204 24,673 27,522 交付金 10,000 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 健康増進事業費補助金（県）
地域自殺対策緊急強

Ｄ

化基金市

２７年度以降

　

の事業費見込 0 町村等

　

事業費補助金（県）

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 福祉安全

度

基本施策 健康づくり
施

　

策体系
施策の内容 健康

刈

の増進

目
　
　
　
的

市民

谷

の健康を守るため「健

市

康はつくるもの」

主
た

事

る
内
容

○市民健康講座

務

等の保健事業及び各種

事

教室の
という積極的な

業

意識の高揚を図り、健

評

康寿命 開催
の延伸に寄

価

与する。 ○保健推進員

シ

や食生活改善推進員の

ー

養成
○各推進員による

ト

地域での健康づくり活

（

動の
支援

位
置
づ
け

関連

様

計画 健康日本２１かり

式

や計画

根拠法令 健康増

１

進法

対象者 市民 事業期

）

間 ～

実施方法 ■直営　

会

□委託　□指定管理　

計

□補助・助成　□その

名

他

担当部 福祉健康部

Ｂ
　
事
　
業
　
実

一

　
績

２３年度実績 ２４

般

年度実績 ２５年度実績

会

２６年度計画

（健康教

計

育）27,333人 （

健

健康教育）31,29

康

0人 （健康教育）29

教

,228人 （健康教育

育

）30,000人
　　

・

　　　　1,444回

相

　　　　　　1,49

談

7回 　　　　　　1,

等

438回 　　　　　　

事

1,450回
（健康相

業

談）3,765人 （健

担

康相談）3,666人

当

（健康相談）3,66

課

4人 （健康相談）3,

健

700人

　市民健康講

康

座や集団運動教室その

課

他の事業を開催するこ

款

とにより、市民に対し

項

健康づくりについての

目

正しい知識の普及

成果

担

啓発を実施した。また

当

、保健推進員及び食生

係

活改善推進員により、

健

地域において栄養教室

康

・運動教室・歩け歩け

増

運動等の

(できたこと

進

) 健康づくり活動を行

係

うことができた。

　市

4

民が健康づくりを実践

1

できるような環境づく

3

りのために、関係部署との連携を深めて事業を実施することができてい
課題

ない。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 健康教育回



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　健康増進法に規定あり。市民が、

平

自ら健康づくりのため

成

・法的業務
高い

の3本

２

柱である栄養・運動・

６

休養について学ぶこと

年

ができる
必要性 ・市民

度

ニーズ、社会需要 よう

　

、医師・歯科医師・薬

刈

剤師・管理栄養士・健

谷

康運動指
・市民生活上

市

必要である　など 導士

事

等幅広い講師による講

務

座等を実施しており、

事

市民のニ
ーズも高い。

業

　より多くの市民が講

評

座に参加する機会を提

価

供するために
・コスト

シ

の節減、費用対効果
普

ー

通
、現在は総合健康セ

ト

ンターのみで実施して

（

いる事業につい
効率性

様

・執行体制の効率性 て

式

、開催場所の検討をし

２

ていく必要がある。
・

）

手段の最適性　など

　

会

健康増進法において地

計

方公共団体の責務と規

名

定されてお
・市が主体

担

となって実施する
普通

当

り、健康づくり活動を

部

実施する保健推進員や

福

食生活改善推
妥当性 　

祉

べき事業であるか 進員

健

と協働することにより

康

、栄養教室・運動実習

部

・歩け歩
・総合計画と

一

の整合性　など け運動

般

などの地域の健康づく

会

りにつなげることが可

計

能であ
る。
　参加者に

健

対し実施したアンケー

康

ト調査結果等を見ても

教

、

施策への ・施策への

育

貢献度
高い

健康増進を

・

図るための施策として

相

の貢献度は高い。
・目

談

標達成度
貢献度 ・市民

等

サービスへの効果　な

事

ど

今後の方向性 □拡充

業

　□現状維持　■改善

担

・効率化　□縮小　□

当

終期設定　□休止・廃

課

止

　市民に対する健康

健

づくりのための知識の

康

普及啓発を図るために

課

は、健康教育・健康相

款

談等事業が必須であり

項

、多く
の市民からの期

目

待度も大きいため、今

担

後も栄養・運動・休養

当

の大切さを市民が理解

係

し実践していけるよう

健

、事業を継
続していく

康

。

増進係

Ｃ
 
　
Ｈ

4

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

1

　
∧
　
評
　
価
　
∨

3



率は低迷している。そのため、未受診者に対して受診勧奨を積極的に行っていく必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 各種がん検診受診者数（人） 25,951 27,046 30,350 31,000 32,000
指標
成果 健康診査（がん検診）の受診率（％） 20.9 20.1 21.2 21.8 22.0
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 183,676 195,881 209,200 238,371 合計 209,199,779 円
需用費 2,673,375 円

財
　
源

特定財源 15,992 12,698 9,089 14,174 役務費 5,719,386 円
委託料 200,803,418 円

一般財源 16

Ｄ

7,684 183,1

　

83 200,111 2

　

24,197 使用料及

　

び賃借料 3,600 

Ｏ

円

職員人件費　② 7,

　

178 8,842 6,

　

733 5,203

総事

∧

業費（①＋②） 190

　

,854 204,72

　

3 215,933 24

実

3,574

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

　

） 0 ２５年度特定財源

施

名称

２５年度迄の累積

　

事業費 0 がん検診推進

　

事業費補助金（
国）

２

∨

７年度以降の事業費見込 0 健康増進事業各種検診個人負
担金

平

Ｐ

成

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

２

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

６

　
業
　
概
　
要

総合計画

年

分野 福祉安全

基本施策

度

健康づくり
施策体系

施

　

策の内容 健康の増進

目

刈

　
　
　
的

がんの早期発

谷

見・早期治療により市

市

民の健康

主
た
る
内
容

○

事

死亡原因の上位を占め

務

るがんについて早期
を

事

守る。 発見により早期

業

治療につなげるため、

評

胃がん､
大腸がん、肺

価

がん、子宮がん、乳が

シ

ん等のが
ん検診を実施

ー

する。

位
置
づ
け

関連計

ト

画 健康日本２１かりや

（

計画

根拠法令 健康増進

様

法、がん対策基本法

対

式

象者 市民（検診の種類

１

により対象年齢あり）

）

事業期間 ～

実施方法 ■

会

直営　■委託　□指定

計

管理　□補助・助成　

名

□その他

担当部 福祉健康部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

２３年度実

般

績 ２４年度実績 ２５年

会

度実績 ２６年度計画

【

計

各種がん検診受診率】

が

【各種がん検診受診率

ん

】 【各種がん検診受診

検

率】 【各種がん検診受

診

診率】
・胃がん　 1

事

6.5％ ・胃がん　 

業

16.6％ ・胃がん　

担

 18.4％ ・胃がん

当

　 18.8％
・大腸

課

がん 23.1％ ・大

健

腸がん 23.6％ ・

康

大腸がん 26.6％

課

・大腸がん 27.6

款

％
・肺がん　　8.3

項

％ ・肺がん　  8.

目

7％ ・肺がん　 17

担

.6％ ・肺がん　 1

当

8.3％
・子宮がん 

係

32.2％ ・子宮がん

成

 28.4％ ・子宮が

人

ん 21.1％ ・子宮

保

がん 21.4％
・乳

健

がん　 24.5％ ・

係

乳がん　 22.9％

4

・乳がん　 22.3

1

％ ・乳がん　 23.

3

0％

　肺がん検診は、対象年齢について40歳から64歳までを、40歳から69歳までに拡大したことにより、受診率の向上につな

成果 がった。

(できたこと)

　子宮がん検診は、国の補助事業であるがん検診推進事業として特定年齢の対象者においては無料で実施しているが、受
課題

診



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　健康増進法及びがん対策基本法に基づき、

平

死亡原因の上
・法的業

成

務
高い

位を占めるがん

２

の予防及び早期発見の

６

推進に努める必要が
必

年

要性 ・市民ニーズ、社

度

会需要 ある。
・市民生

　

活上必要である　など

刈

　市内指定医療機関に

谷

て個別に検診が実施で

市

きる体制整備
・コスト

事

の節減、費用対効果
高

務

い
や、検診等受診券を

事

特定健康診査受診票に

業

同封したり、特
効率性

評

・執行体制の効率性 定

価

年齢に対して個別に送

シ

付するなど、受けやす

ー

い体制が整
・手段の最

ト

適性　など っている。

（

　健康増進法及びがん

様

対策基本法に基づき実

式

施しており、
・市が主

２

体となって実施する
高

）

い
がんの早期発見、早

会

期治療により市民の健

計

康を守ることを
妥当性

名

　べき事業であるか 目

担

的とした事業である。

当

・総合計画との整合性

部

　など

　がんの早期発

福

見につながっている。

祉

施策への ・施策への貢

健

献度
高い・目標達成度

康

貢献度 ・市民サービス

部

への効果　など

今後の

一

方向性 □拡充　■現状

般

維持　□改善・効率化

会

　□縮小　□終期設定

計

　□休止・廃止

　がん

が

予防に関する啓発及び

ん

知識の普及や、がん検

検

診に関する普及啓発を

診

行い、検診の受診率向

事

上に努める。

業
担当課

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

健

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

康

価
　
∨

課

款 項 目 担当係 成人保健係

4 1 3



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 72,874 82,382 合計 72,874,196 円
需用費 1,010,287 円

財
　
源

特定財源 0 0 4,662 0 役務費 4,613,000 円
委託料 56,776,539 円

一般財源 0 0 68,212 82,382 負担金、補助及び
交付金 10,469,870 円

職員人件費　② 0 0 5,541 5,569 扶助費 4,500 円

総事業費（①＋②） 0 0 78,415 87,951

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 後期高齢者医療制度特別対策
補助金

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

２

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

６

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

年

合計画
分野 福祉安全

基

度

本施策 健康づくり
施策

　

体系
施策の内容 予防接

刈

種と感染症対策

目
　
　

谷

　
的

肺炎球菌による肺

市

炎やインフルエンザの

事

感染

主
た
る
内
容

○イン

務

フルエンザ予防接種は

事

、65歳以上の人
発病

業

予防、重症化を防ぐ｡

評

又は60歳から65歳

価

未満で一定の障害のあ

シ

る人
のうち希望者に対

ー

して接種を実施する。

ト

○また肺炎球菌予防接

（

種は、75歳以上の人

様

又
は75歳未満で後期

式

高齢者医療に加入して

１

いる
人に対して接種費

）

用の助成をする。

位
置

会

づ
け

関連計画

根拠法令

計

予防接種法

対象者 主た

名

る内容欄参照 事業期間

担

平成１３年度 ～

実施方

当

法 □直営　■委託　□

部

指定管理　■補助・助

福

成　□その他

祉健康部

一般会計

Ｂ
　

高

事
　
業
　
実
　
績

２３年

齢

度実績 ２４年度実績 ２

者

５年度実績 ２６年度計

予

画

インフルエンザ　1

防

4,561人 インフル

接

エンザ　14,616

種

人 インフルエンザ　1

事

5,278人 インフル

業

エンザ　15,600

担

人
　 高齢者肺炎球菌　

当

 3,113人 高齢者

課

肺炎球菌　 3,63

健

0人
※24年度までは

康

「インフルエ 　
　ンザ

課

予防接種事業」にて実

款

　施

高齢者のインフル

項

エンザや肺炎の発病又

目

はその重症化を防止し

担

、併せてまん延の予防

当

に貢献している。

成果

係

(できたこと)

感染症

成

予防のために、接種率

人

の向上に努める必要が

保

ある。
課題

(できなか

健

 

 ったこと)

指標名

係

称（単位）
実績値 目標

4

値

２３年度 ２４年度 ２

1

５年度 ２６年度 ２８年

4

度

活動 インフルエンザ予防接種率（％） 61.5 58.3 57.9 60.0 60.0
指標

指標

他市との
比較検証



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　インフルエンザは予防接種法で定め

平

られており、感染症
・

成

法的業務
高い

の発症及

２

びまん延を防ぐために

６

必要である。また高齢

年

者の
必要性 ・市民ニー

度

ズ、社会需要 肺炎の原

　

因で最も多い肺炎球菌

刈

による肺炎の重症化予

谷

防の
・市民生活上必要

市

である　など ために必

事

要である。

　接種を受

務

けやすいように、医療

事

機関個別接種方式で実

業

施
・コストの節減、費

評

用対効果
普通

している

価

。
効率性 ・執行体制の

シ

効率性
・手段の最適性

ー

　など

　インフルエン

ト

ザは予防接種法上、市

（

が実施主体と定めら
・

様

市が主体となって実施

式

する
高い

れている。
妥

２

当性 　べき事業である

）

か
・総合計画との整合

会

性　など

　市民の健康

計

保持のために貢献して

名

いる。

施策への ・施策

担

への貢献度
高い・目標

当

達成度
貢献度 ・市民サ

部

ービスへの効果　など

福

今後の方向性 □拡充　

祉

■現状維持　□改善・

健

効率化　□縮小　□終

康

期設定　□休止・廃止

部

一般会

Ｃ
 
　
Ｈ
 

計

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

高

∧
　
評
　
価
　
∨

齢者予防接種事業
担当課 健康課

款 項 目 担当係 成人保健係

4 1 4



10 使用料及び賃借料
3,878,014 円

職員人件費　② 1,436 2,122 2,104 2,198

総事業費（①＋②） 24,057 25,230 25,237 29,775

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 行政財産目的外使用料

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ

成

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

２

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

６

　
業
　
概
　
要

総合計画

年

分野 福祉安全

基本施策

度

健康づくり
施策体系

施

　

策の内容 健康の増進

目

刈

　
　
　
的

総合健康セン

谷

ターの適切な施設維持

市

管理を行

主
た
る
内
容

○

事

光熱水費、施設保守管

務

理委託料等
う。

位
置
づ

事

け

関連計画  

根拠法令

業

 

対象者 対象者を限定

評

せず 事業期間 昭和５５

価

年度 ～

実施方法 ■直営

シ

　■委託　□指定管理

ー

　□補助・助成　□そ

ト

の他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　

担

実
　
績

２３年度実績 ２

当

４年度実績 ２５年度実

部

績 ２６年度計画

総合健

福

康センターの維持管理

祉

総合健康センターの維

健

持管理 総合健康センタ

康

ーの維持管理 総合健康

部

センターの維持管理
を

一

行った。 を行った。 を

般

行った。 を行う。

　総

会

合健康センターの適切

計

な維持管理が図られた

施

。

成果

(できたこと)

設

　平成23年度に施設

管

が開設して3年経過し

理

、細かい部分で修繕の

事

必要な箇所が出てきて

業

いる。
課題

(できなか

担

 

 ったこと)

指標名

当

称（単位）
実績値 目標

課

値

２３年度 ２４年度 ２

健

５年度 ２６年度 ２８年

康

度

 
指標

 
指標

 
他市

課

との
比較検証

款 項 目 担当係 保健

Ｃ
　
事

企

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

画

：千円
２３年度 ２４年

係

度 ２５年度 ２６年度 ２

4

５年度

（決算） （決算

1

） （決算） （予算） 事

1

業費内訳

事業費　① 22,621 23,108 23,133 27,577 合計 23,132,665 円
需用費 8,264,179 円

財
　
源

特定財源 66 73 73 67 役務費 1,157,169 円
委託料 9,833,303 円

一般財源 22,555 23,035 23,060 27,5



77,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 285,777,000 円

一般財源 246,591 247,996 285,777 263,006

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 246,950 248,350 286,128 263,372

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 福祉

度

安全

基本施策 健康づく

　

り
施策体系

施策の内容

刈

地域医療体制の充実

目

谷

　
　
　
的

市民がいつで

市

も安心して医療が受け

事

られる体

主
た
る
内
容

○

務

市民病院的病院と位置

事

づけられている刈谷
制

業

づくりを行う。 豊田総

評

合病院が健全な運営を

価

維持できるよう
補助す

シ

る。

位
置
づ
け

関連計画

ー

 

根拠法令  

対象者 医

ト

療法人豊田会 事業期間

（

昭和５６年度 ～

実施方

様

法 □直営　□委託　□

式

指定管理　■補助・助

１

成　□その他

）

会計名 担当部 福

Ｂ
　

祉

事
　
業
　
実
　
績

２３年

健

度実績 ２４年度実績 ２

康

５年度実績 ２６年度計

部

画

刈谷豊田総合病院の

一

健全な運 刈谷豊田総合

般

病院の健全な運 刈谷豊

会

田総合病院の健全な運

計

刈谷豊田総合病院の健

刈

全な運
営を支援した。

谷

営を支援した。 営を支

豊

援した。 営を支援する

田

。

　刈谷豊田総合病院

総

の健全な運営を支援す

合

ることにより、市民が

病

安心して医療を受けら

院

れる環境整備に寄与す

補

ることがで

成果 きた。

助

(できたこと)

 
課題

事

(できなか 

 ったこ

業

と)

指標名称（単位）

担

実績値 目標値

２３年度

当

２４年度 ２５年度 ２６

課

年度 ２８年度

成果 安心

健

できる医療環境が整っ

康

ていると思う市民の割

課

合 ― 82.8 ― 85.

款

0 85.6
指標 （％）

項

 
指標

 
他市との
比較

目

検証

担当係 保健企画係

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

4

　
ス
　
ト

単位：千円
２

1

３年度 ２４年度 ２５年

1

度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 246,591 247,996 285,777 263,006 合計 285,7



（予算） 事業費内訳

事業費　① 9,341 9,767 9,776 10,007 合計 9,776,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 9,776,000 円

一般財源 9,341 9,767 9,776 10,007

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 9,700 10,121 10,127 10,373

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

６

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 福

度

祉安全

基本施策 健康づ

　

くり
施策体系

施策の内

刈

容 健康の増進

目
　
　
　

谷

的

市民の健康を守り福

市

祉の向上に資するため

事

一

主
た
る
内
容

○市民に

務

開放されている介護老

事

人保健施設に
ツ木福祉

業

センターの補完施設と

評

して、市民に 係る清掃

価

業務費及び光熱水費を

シ

補助する。
開放される

ー

事業に対して支援する

ト

。

位
置
づ
け

関連計画  

（

根拠法令  

対象者 医療

様

法人豊田会 事業期間 平

式

成１０年度 ～

実施方法

１

□直営　□委託　□指

）

定管理　■補助・助成

会

　□その他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事

康

　
業
　
実
　
績

２３年度

部

実績 ２４年度実績 ２５

一

年度実績 ２６年度計画

般

施設利用実績 施設利用

会

実績 施設利用実績 施設

計

の一般開放、介護予防

健

教
　184回　延1,

康

303人 　182回　

づ

延1,305人 　19

く

9回　延1,276人

り

室の開催
介護教室 介護

推

教室 介護教室
　　4回

進

　延　 93人 　　4

施

回　延　 91人 　　

設

4回　延　 57人

　

補

介護老人保健施設を市

助

民に一般開放し利用す

事

ることで市民の健康と

業

福祉の向上に寄与する

担

ことができた。

成果

(

当

できたこと)

 
課題

(

課

できなか 

 ったこと

健

)

指標名称（単位）
実

康

績値 目標値

２３年度 ２

課

４年度 ２５年度 ２６年

款

度 ２８年度

活動 日頃か

項

ら健康づくり活動を実

目

践している市民の割合

担

― 71.2 ― 75.0

当

76.0
指標 （％）

 

係

指標
 

他市との
比較検

保

証

健企画係

4 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算）



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 95,830 100,000 100,000 100,000 合計 100,000,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 100,000,000 円

一般財源 95,830 100,000 100,000 100,000

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 96,189 100,354 100,351 100,366

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

６

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 福祉安全

基本施策

　

健康づくり
施策体系

施

刈

策の内容 地域医療体制

谷

の充実

目
　
　
　
的

市民

市

の医療に対するニーズ

事

の多様化・高度化

主
た

務

る
内
容

○刈谷豊田総合

事

病院における高額医療

業

機器の
に対し、最新医

評

療機器導入により市民

価

の健康 購入及び医療情

シ

報システムの導入に要

ー

する経
管理に寄与する

ト

。 費を補助する。

位
置

（

づ
け

関連計画  

根拠法

様

令  

対象者 医療法人豊

式

田会 事業期間 平成７年

１

度 ～

実施方法 □直営　

）

□委託　□指定管理　

会

■補助・助成　□その

計

他

名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業
　
実

部

　
績

２３年度実績 ２４

一

年度実績 ２５年度実績

般

２６年度計画

フルデジ

会

タル式Ｘ線透視診断 救

計

急外来診療支援システ

刈

ム、 内視鏡下手術支援

谷

ロボット 高額医療機器

豊

の更新、導入に
装置及

田

びフルデジタル多目的

総

血管撮影装置、全身用

合

Ｘ線Ｃ 「ダヴィンチＳ

病

ｉ」の導入に 対し補助

院

する。
透視撮影診断シ

医

ステム、ＩＣ Ｔ診断装

療

置などの更新・導入 対

機

し補助した。
Ｕ・ＨＣ

器

Ｕ生体情報管理シス に

補

対し補助した。
テム、

助

眼科硝子体手術システ

事

ムの導入に対し補助し

業

た。

　最新医療機器・

担

高度医療支援システム

当

の導入を支援すること

課

で、安心して医療が受

健

けられる環境整備に寄

康

与することが

成果 でき

課

た。

(できたこと)

 

款

課題

(できなか 

 っ

項

たこと)

指標名称（単

目

位）
実績値 目標値

２３

担

年度 ２４年度 ２５年度

当

２６年度 ２８年度

成果

係

安心できる医療環境が

保

整っていると思う市民

健

の割合 ― 82.8 ― 8

企

5.0 85.6
指標 （

画

％）
 

指標
 

他市との

係

比較検証

4 1 1



千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 18,690 19,740 18,310 12,240 合計 18,310,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 18,310,000 円

一般財源 18,690 19,740 18,310 12,240

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 19,049 20,094 18,661 12,606

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

６

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 福祉安全

基本施策

　

健康づくり
施策体系

施

刈

策の内容 地域医療体制

谷

の充実

目
　
　
　
的

刈谷

市

医師会臨床検査センタ

事

ーの検査設備を充

主
た

務

る
内
容

○検査機器やシ

事

ステム導入に要する経

業

費の補
実する事業に対

評

して補助することによ

価

り、地 助
域住民の健康

シ

を守り医療サービスの

ー

推進を図
る。

位
置
づ
け

ト

関連計画  

根拠法令  

（

対象者 一般社団法人刈

様

谷医師会 事業期間 平成

式

２年度 ～

実施方法 □直

１

営　□委託　□指定管

）

理　■補助・助成　□

会

その他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事
　
業

康

　
実
　
績

２３年度実績

部

２４年度実績 ２５年度

一

実績 ２６年度計画

免疫

般

発光測定装置、デジタ

会

ル 臨床検査システム更

計

新、医療 検査依頼シス

臨

テム、乳腺超音 検査設

床

備の更新、導入経費に

検

超音波診断装置などの

査

導入に 情報システム構

セ

築（電子カル 波診断装

ン

置などの導入、臨床 対

タ

し補助する。
対し補助

ー

した。 テオンライン化

検

）、検体前処 検査・検

査

診システムの仕様変
理

設

システムの導入に対し

備

補助 更に対し補助した

補

。
した。

　検査設備を

助

充実することで精度管

事

理の向上が図られ、市

業

民の健康管理に対し、

担

寄与することができた

当

。

成果

(できたこと)

課

　
課題

(できなか 

 

健

ったこと)

指標名称（

康

単位）
実績値 目標値

２

課

３年度 ２４年度 ２５年

款

度 ２６年度 ２８年度

成

項

果 安心できる医療環境

目

が整っていると思う市

担

民の割合 ― 82.8 ―

当

85.0 85.6
指標

係

（％）
 

指標
 

他市と

保

の
比較検証

健企画係

4 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：



決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,068 4,185 4,127 23,327 合計 4,126,500 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 4,126,500 円

一般財源 4,068 4,185 4,127 23,327

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 4,427 4,539 4,478 23,693

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 福祉安

度

全

基本施策 健康づくり

　

施策体系
施策の内容 地

刈

域医療体制の充実

目
　

谷

　
　
的

刈谷医師会が開

市

設する休日診療所運営

事

に対し

主
た
る
内
容

○休

務

日等の9時から17時

事

、刈谷医師会が開設す

業

て補助することにより

評

、市民の休日の医療確

価

る休日診療所にて救急

シ

患者の診療にあたるこ

ー

保を図る。 とへの運営

ト

費の補助

位
置
づ
け

関連

（

計画  

根拠法令  

対象

様

者 一般社団法人刈谷医

式

師会 事業期間 昭和４９

１

年度 ～

実施方法 □直営

）

　□委託　□指定管理

会

　■補助・助成　□そ

計

の他

名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２３年度実績 ２

一

４年度実績 ２５年度実

般

績 ２６年度計画

開設日

会

数　　 69日 開設日

計

数　 　71日 開設日

休

数　　 70日 休日診

日

療運営支援事業として

診

診療人数　3,987

療

人 診療人数　4,37

所

3人 診療人数　4,5

運

20人 統合

　軽度の救

営

急患者の処置を行うこ

補

とにより、重度の救急

助

患者を受け入れる2次

事

及び3次救急医療機関

業

（刈谷豊田総合病院　

担

成果 等）の受け入れ体

当

制の緩和に貢献すると

課

ともに、市民の救急医

健

療の確保が図られた。

康

(できたこと)

 
課題

課

(できなか 

 ったこ

款

と)

指標名称（単位）

項

実績値 目標値

２３年度

目

２４年度 ２５年度 ２６

担

年度 ２８年度

成果 安心

当

できる医療環境が整っ

係

ていると思う市民の割

保

合 ― 82.8 ― 85.

健

0 85.6
指標 （％）

企

 
指標

 
他市との
比較

画

検証

係

4 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（



5.0 85.6
指標 （％）

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,304 6,533 6,524 23,327 合計 6,523,663 円
委託料 2,491,343 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 4,032,320 円

一般財源 6,304 6,533 6,524 23,327

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 6,663 6,887 6,875 23,693

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

６

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 福祉安全

基本施

　

策 健康づくり
施策体系

刈

施策の内容 地域医療体

谷

制の充実

目
　
　
　
的

　

市

刈谷医師会が運営する

事

休日夜間在宅当番医

主

務

た
る
内
容

○休日等の1

事

8時から22時の間、

業

在宅当番制で
制事業の

評

運営を補助することに

価

より、2次及び 救急患

シ

者の診療にあたること

ー

に対する補助及
3次医

ト

療機関での受け入れ患

（

者数を抑制すると び委

様

託
ともに、市民の救急

式

医療体制の確保を図る

１

。 ○運営費委託料は刈

）

谷、知立、高浜の3市

会

で医
師会会員数の按分

計

により負担

位
置
づ
け

関

名

連計画  

根拠法令  

対

担

象者 一般社団法人刈谷

当

医師会 事業期間 昭和５

部

９年度 ～

実施方法 □直

福

営　■委託　□指定管

祉

理　■補助・助成　□

健

その他

康部

一般会計
休日

Ｂ
　
事
　
業

夜

　
実
　
績

２３年度実績

間

２４年度実績 ２５年度

在

実績 ２６年度計画

内科

宅

（小児科）、外科の休

当

日 内科（小児科）、外

番

科の休日 内科（小児科

医

）、外科の休日 休日診

制

療運営支援事業として

運

夜間診療を当番制で実

営

施 夜間診療を当番制で

補

実施 夜間診療を当番制

助

で実施 統合
開設日数　

等

内科　69日 開設日数

事

　内科　71日 開設日

業

数　内科　70日
　　

担

　　　外科　41日 　

当

　　　　外科　41日

課

　　　　　外科　39

健

日

　軽度の救急患者の

康

処置を行うことにより

課

、重度の救急患者を受

款

け入れる2次及び3次

項

医療機関（刈谷豊田総

目

合病院等）の

成果 受け

担

入れ体制の緩和に貢献

当

するとともに、市民の

係

救急医療の確保が図ら

保

れた。

(できたこと)

健

課題

(できなか 

 っ

企

たこと)

指標名称（単

画

位）
実績値 目標値

２３

係

年度 ２４年度 ２５年度

4

２６年度 ２８年度

成果

1

安心できる医療環境が

1

整っていると思う市民の割合 ― 82.8 ― 8



合計 3,998,398 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 3,998,398 円

一般財源 3,905 3,998 3,998 4,046

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 4,264 4,352 4,349 4,412

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ

２

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

６

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

年

　
業
　
概
　
要

総合計画

度

分野 福祉安全

基本施策

　

健康づくり
施策体系

施

刈

策の内容 地域医療体制

谷

の充実

目
　
　
　
的

刈谷

市

市歯科医師会が運営す

事

る休日歯科在宅当

主
た

務

る
内
容

○休日等の9時

事

から12時の間、在宅

業

当番制で救
番医制事業

評

の運営を補助すること

価

により、市 急患者の診

シ

療にあたることへの運

ー

営費の補助
民の休日の

ト

医療確保を図る。

位
置

（

づ
け

関連計画  

根拠法

様

令  

対象者 刈谷市歯科

式

医師会 事業期間 平成８

１

年度 ～

実施方法 □直営

）

　□委託　□指定管理

会

　■補助・助成　□そ

計

の他

名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２３年度実績 ２

一

４年度実績 ２５年度実

般

績 ２６年度計画

歯科の

会

休日診療を当番制で実

計

歯科の休日診療を当番

休

制で実 歯科の休日診療

日

を当番制で実 歯科の休

歯

日診療を当番制で実
施

科

した。 施した。 施した

在

。 施する。
開設日数　

宅

72日 開設日数　74

当

日 開設日数　74日

　

番

お盆や年末年始を含め

医

、休日における市民の

制

救急医療の確保が図ら

運

れた。

成果

(できたこ

営

と)

 
課題

(できなか

補

 

 ったこと)

指標名

助

称（単位）
実績値 目標

事

値

２３年度 ２４年度 ２

業

５年度 ２６年度 ２８年

担

度

成果 安心できる医療

当

環境が整っていると思

課

う市民の割合 ― 82.

健

8 ― 85.0 85.6

康

指標 （％）
 

指標
 

他

課

市との
比較検証

款 項 目 担当係 保健

Ｃ
　

企

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

画

位：千円
２３年度 ２４

係

年度 ２５年度 ２６年度

4

２５年度

（決算） （決

1

算） （決算） （予算）

1

事業費内訳

事業費　① 3,905 3,998 3,998 4,046



） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 14,977 14,724 15,240 23,327 合計 15,240,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 15,240,000 円

一般財源 14,977 14,724 15,240 23,327

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 15,336 15,078 15,591 23,693

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

６

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 福

度

祉安全

基本施策 健康づ

　

くり
施策体系

施策の内

刈

容 地域医療体制の充実

谷

目
　
　
　
的

休日等の救

市

急診療の確保及び高齢

事

者の保健指

主
た
る
内
容

務

○刈谷医師会が行う救

事

急診療事業及び高齢者

業

導の充実を図ることに

評

より、市民が健康を維

価

を対象とした保健指導

シ

事業に対し補助する。

ー

持し、安心して地域医

ト

療が受けられる体制を

（

つくる。

位
置
づ
け

関連

様

計画  

根拠法令  

対象

式

者 一般社団法人刈谷医

１

師会 事業期間 昭和５９

）

年度 ～

実施方法 □直営

会

　□委託　□指定管理

計

　■補助・助成　□そ

名

の他

担当部 福祉健康部

Ｂ
　
事
　
業
　

一

実
　
績

２３年度実績 ２

般

４年度実績 ２５年度実

会

績 ２６年度計画

刈谷医

計

師会が行う救急診療、

救

刈谷医師会が行う救急

急

診療、 刈谷医師会が行

診

う救急診療、 休日診療

療

運営支援事業として
保

事

健指導体制の整備を行

業

っ 保健指導体制の整備

等

を行っ 保健指導体制の

協

整備を行っ 統合
た。 た

力

。 た。

　刈谷医師会が

補

行う救急診療及び保健

助

指導体制を推進するこ

事

とにより、地域医療の

業

確保、市民の健康増進

担

に寄与すること

成果 が

当

できた。

(できたこと

課

)

 
課題

(できなか 

健

 ったこと)

指標名称

康

（単位）
実績値 目標値

課

２３年度 ２４年度 ２５

款

年度 ２６年度 ２８年度

項

成果 安心できる医療環

目

境が整っていると思う

担

市民の割合 ― 82.8

当

― 85.0 85.6
指

係

標 （％）
 

指標
 

他市

保

との
比較検証

健企画係

4 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算



1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,750 1,750 1,750 1,750 合計 1,750,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,750,000 円

一般財源 1,750 1,750 1,750 1,750

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 2,109 2,104 2,101 2,116

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

６

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 福祉安全

基

　

本施策 健康づくり
施策

刈

体系
施策の内容 地域医

谷

療体制の充実

目
　
　
　

市

的

在宅ねたきり老人等

事

の口腔機能障害を改善

務

し

主
た
る
内
容

○刈谷市

事

歯科医師会が在宅寝た

業

きり老人や障
健康の保

評

持と歯科保健の充実を

価

図る。 害者を対象に実

シ

施する歯科往診事業に

ー

対し、
補助する。

位
置

ト

づ
け

関連計画  

根拠法

（

令  

対象者 刈谷市歯科

様

医師会 事業期間 平成１

式

年度 ～

実施方法 □直営

１

　□委託　□指定管理

）

　■補助・助成　□そ

会

の他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　
事
　
業
　

康

実
　
績

２３年度実績 ２

部

４年度実績 ２５年度実

一

績 ２６年度計画

在宅寝

般

たきり老人や障害者で

会

在宅寝たきり老人や障

計

害者で 在宅寝たきり老

在

人や障害者で 在宅寝た

宅

きり老人や障害者で
歯

ね

科往診希望者を対象に

た

訪問 歯科往診希望者を

き

対象に訪問 歯科往診希

り

望者を対象に訪問 歯科

老

往診希望者を対象に訪

人

問
歯科診療を実施した

等

。 歯科診療を実施した

歯

。 歯科診療を実施した

科

。 歯科診療を実施する

医

。
診療件数　　　 2

療

48件 診療件数　　　

推

 253件 診療件数　

進

　　 290件
診療総

補

日数　 1,382日

助

診療総日数　 1,4

事

45日 診療総日数　 

業

1,588日

　刈谷市

担

歯科医師会が行う訪問

当

歯科診療事業に対し補

課

助することにより、在

健

宅寝たきり老人や障害

康

者の口腔機能障害の改

課

成果 善に寄与すること

款

ができた。

(できたこ

項

と)

 
課題

(できなか

目

 

 ったこと)

指標名

担

称（単位）
実績値 目標

当

値

２３年度 ２４年度 ２

係

５年度 ２６年度 ２８年

保

度

成果 安心できる医療

健

環境が整っていると思

企

う市民の割合 ― 82.

画

8 ― 85.0 85.6

係

指標 （％）
 

指標
 

他

4

市との
比較検証

1



度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 500 700 700 700 合計 700,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 700,000 円

一般財源 500 700 700 700

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 859 1,054 1,051 1,066

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

６

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 福祉安全

基本施策 健

　

康づくり
施策体系

施策

刈

の内容 健康の増進

目
　

谷

　
　
的

高齢になっても

市

自分の歯で楽しく食生

事

活を送

主
た
る
内
容

○刈

務

谷市歯科医師会が行う

事

歯科健診、保健指
るこ

業

とのできるよう市民の

評

歯の健康保持・増 導、

価

講習会の開催といった

シ

健康づくりを目的
進を

ー

図る。 とした事業に対

ト

し補助する。

位
置
づ
け

（

関連計画  

根拠法令  

様

対象者 刈谷市歯科医師

式

会 事業期間 平成２０年

１

度 ～

実施方法 □直営　

）

□委託　□指定管理　

会

■補助・助成　□その

計

他

名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業
　
実

部

　
績

２３年度実績 ２４

一

年度実績 ２５年度実績

般

２６年度計画

歯科に関

会

する健康づくり講習 歯

計

科に関する健康づくり

健

講習 歯科に関する健康

康

づくり講習 歯科に関す

づ

る健康づくり講習
会、

く

研修、8020表彰事

り

業を開 会、研修、80

推

20表彰事業を開 会、

進

研修、8020表彰事

歯

業を開 会、研修、80

科

20表彰事業の開
催し

事

た。 催した。 催した。

業

催

　刈谷市歯科医師会

補

による歯科に関する各

助

種事業を実施すること

事

で市民の健康増進に寄

業

与することができた。

担

成果

(できたこと)

 

当

課題

(できなか 

 っ

課

たこと)

指標名称（単

健

位）
実績値 目標値

２３

康

年度 ２４年度 ２５年度

課

２６年度 ２８年度

活動

款

日頃から健康づくり活

項

動を実践している市民

目

の割合 ― 71.2 ― 7

担

5.0 76.0
指標 （

当

％）
 

指標
 

他市との

係

比較検証

保健企画係

4 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 205 205 205 205 合計 205,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 205,000 円

一般財源 205 205 205 205

職員人件費　② 359 354 351 366

総事業費（①＋②） 564 559 556 571

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　

２

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

６

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

年

　
要

総合計画
分野 福祉

度

安全

基本施策 健康づく

　

り
施策体系

施策の内容

刈

健康の増進

目
　
　
　
的

谷

市民に対し薬に関する

市

正しい知識や最新の情

事

主
た
る
内
容

○刈谷市薬

務

剤師会が行う、時事に

事

応じて市民
報を提供し

業

、市民の健康増進に寄

評

与する。 が不安や悩み

価

を抱くような薬に関す

シ

るテーマ
の講座開催や

ー

、冊子等による知識の

ト

啓蒙、情
報提供を行う

（

事業に対し補助する。

様

位
置
づ
け

関連計画  

根

式

拠法令  

対象者 刈谷市

１

薬剤師会 事業期間 平成

）

２０年度 ～

実施方法 □

会

直営　□委託　□指定

計

管理　■補助・助成　

名

□その他

担当部 福祉健康部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

２３年度実

般

績 ２４年度実績 ２５年

会

度実績 ２６年度計画

市

計

民公開講座を2回開催

薬

市民公開講座を2回開

と

催 市民公開講座を2回

健

開催 市民公開講座を2

康

回開催予定
「安心を携

推

帯しようお薬手帳 「在

進

宅医療について」 「お

事

薬手帳について」
」 「

業

かかりつけ薬局につい

補

て」 「ジェネリック医

助

薬品につい
「健康の相

事

談も処方せんもい 啓発

業

用リーフレット配布 て

担

」
つもの薬局で」 啓発

当

用リーフレット配布
啓

課

発用リーフレット配布

健

　時事に応じた薬に関

康

する市民公開講座を開

課

催すること等により、

款

市民に対する啓蒙と情

項

報提供ができた。

成果

目

(できたこと)

 
課題

担

(できなか 

 ったこ

当

と)

指標名称（単位）

係

実績値 目標値

２３年度

保

２４年度 ２５年度 ２６

健

年度 ２８年度

活動 日頃

企

から健康づくり活動を

画

実践している市民の割

係

合 ― 71.2 ― 75.

4

0 76.0
指標 （％）

1

 
指標

 
他市との
比較

1

検証



算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,195 658 260 3,474 合計 260,245 円
需用費 221,845 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 38,400 円

一般財源 1,195 658 260 3,474

職員人件費　② 718 1,061 1,052 1,099

総事業費（①＋②） 1,913 1,719 1,312 4,573

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 福祉安

度

全

基本施策 健康づくり

　

施策体系
施策の内容 地

刈

域医療体制の充実

目
　

谷

　
　
的

災害時の医療救

市

護活動に必要な医療器

事

具・医

主
た
る
内
容

○富

務

士松市民センター・南

事

部生涯学習センタ
薬品

業

等を救護所開設予定施

評

設に常備すること ー及

価

び保健センターに配置

シ

した医療器具や医
によ

ー

り、災害時における医

ト

療救護体制の充実 薬品

（

を点検し、使用期限の

様

切れるものを更新
を図

式

る。 して適正に管理す

１

る。

位
置
づ
け

関連計画

）

 

根拠法令  

対象者 市

会

民 事業期間 平成１８年

計

度 ～

実施方法 ■直営　

名

■委託　□指定管理　

担

□補助・助成　□その

当

他

部 福祉健康部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実

会

　
績

２３年度実績 ２４

計

年度実績 ２５年度実績

医

２６年度計画

医薬品等

療

の使用期限を確認し 医

救

薬品等の使用期限を確

護

認し 医薬品等の使用期

器

限を確認し 医薬品等の

材

使用期限を確認し
随時

等

更新した。 随時更新し

整

た。 随時更新した。 随

備

時更新するとともに、

事

救護
所1箇所分の医療

業

器具や医薬品
等を新規

担

購入する。

　医薬品等

当

の更新を行い、災害時

課

の医療救護の実施に備

健

えた。

成果

(できたこ

康

と)

 
課題

(できなか

課

 

 ったこと)

指標名

款

称（単位）
実績値 目標

項

値

２３年度 ２４年度 ２

目

５年度 ２６年度 ２８年

担

度

成果 安心できる医療

当

環境が整っていると思

係

う市民の割合 ― 82.

保

8 ― 85.0 85.6

健

指標 （％）
 

指標
 

他

企

市との
比較検証

画係

4 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決



人 園児1,339人、保護者888人 園児1,336人、保護者883人 　年間32園で実施予定。

　各健診ともに受診率向上に努めている中で、2歳6か月児歯科健康診査の受診数が増加している。それに伴い、3歳児歯

成果 科健康診査時の、むし歯のない児が増加している。

(できたこと)

　妊産婦歯科健康診査は妊産婦だけではなく、子どもの歯科相談・指導にも応じている。親子で共に歯科口腔衛生を心が
課題

けるきっかけとなるように、より妊産婦歯科健診の受診率向上を図りたい。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 3歳児歯科健康診査時のむし歯のない児の率（％） 89.1 89.8 90.2 90.2 90.4
指標

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 25,377 25,705 25,329 29,

Ｄ

862 合計 25,32

　

9,012 円
需用費

　

581,266 円

財

　

　
源

特定財源 0 0 0 0

Ｏ

委託料 24,512,

　

246 円
使用料及び

　

賃借料 235,500

∧

 円

一般財源 25,3

　

77 25,705 25

　

,329 29,862

実

職員人件費　② 10,

　

409 7,003 4,

　

980 5,203

総事

施

業費（①＋②） 35,

　

786 32,708 3

　

0,309 35,06

∨

5

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 福祉安全

度

基本施策 健康づくり
施

　

策体系
施策の内容 母子

刈

保健の推進

目
　
　
　
的

谷

将来を担う子どもたち

市

と、その母親の健全な

事

主
た
る
内
容

○妊産婦、

務

1歳6か月児、2歳児

事

、2歳6か月児、
歯科

業

保健意識の向上を図る

評

とともに、口腔の 3歳

価

児を対象にした歯科健

シ

康診査、口腔衛生に
保

ー

護育成を目指し、歯の

ト

健康づくりを推進す 関

（

する衛生教育等の実施

様

。
る。

位
置
づ
け

関連計

式

画 健康日本２１かりや

１

計画

根拠法令 母子保健

）

法

対象者 市民（妊産婦

会

、乳幼児及びその保護

計

者） 事業期間 ～

実施方

名

法 ■直営　■委託　□

担

指定管理　□補助・助

当

成　□その他

部 福祉健康部

一般

Ｂ
　

会

事
　
業
　
実
　
績

２３年

計

度実績 ２４年度実績 ２

母

５年度実績 ２６年度計

子

画

妊婦歯科健診：81

歯

2人 妊婦歯科健診：7

科

98人 妊婦歯科健診：

健

814人 ・妊産婦歯科

康

健康診査は、受
産婦歯

診

科健診：594人 産婦

査

歯科健診：680人 産

事

婦歯科健診：584人

業

　診券を交付し、医療

担

機関委
1歳6か月児健

当

診：1,578人 1歳

課

6か月児健診：1,6

健

06人 1歳6か月児健

康

診：1,636人 　託

課

にて実施。
2歳児歯科

款

健診：1,178人 2

項

歳児歯科健診：1,2

目

43人 2歳児歯科健診

担

：1,211人 ・幼児

当

の健康診査については

係

2歳6か月児：1,0

保

73人 2歳6か月児：

健

1,100人 2歳6か

予

月児：1,137人 　

防

対象者に案内文を送付

係

し、
3歳児健診：1,

4

423人 3歳児健診：

1

1,441人 3歳児健

2

診：1,462人 　毎月各3回ずつ実施。　
よい子の歯みがき運動：31回 よい子の歯みがき運動：31回 よい子の歯みがき運動：31回 ・よい子の歯みがき運動は、
園児1,290人、保護者711



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,115 9,338 9,861 11,600 合計 9,861,000 円
扶助費 9,861,000 円

財
　
源

特定財源 3,315 1,254 1,046 1,200

一般財源 5,800 8,084 8,815 10,400

職員人件費　② 5,743 3,537 2,174 2,272

総事業費（①＋②） 14,858 12,875 12,035 13,872

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 一般不妊治療費助成事業費補
助金(県）

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

２

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

６

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

年

合計画
分野 福祉安全

基

度

本施策 健康づくり
施策

　

体系
施策の内容 母子保

刈

健の推進

目
　
　
　
的

子

谷

どもを欲して不妊検査

市

及び不妊治療を受け

主

事

た
る
内
容

〇助成の対象

務

ている夫婦に対し、そ

事

の費用を助成すること

業

　不妊検査、一般不妊

評

治療及び人工授精
によ

価

り、経済的な負担の軽

シ

減を図る。 〇対象者
　

ー

市内在住の婚姻関係に

ト

ある夫婦
〇助成額
　不

（

妊検査、一般不妊治療

様

及び人工授精に要
した

式

費用のうちの自己負担

１

額の2分の1で10万

）

円を限度とする。

位
置

会

づ
け

関連計画  

根拠法

計

令  刈谷市不妊治療等

名

助成金支給要綱

対象者

担

市民（婚姻関係にある

当

夫婦） 事業期間 平成１

部

８年度 ～

実施方法 ■直

福

営　□委託　□指定管

祉

理　□補助・助成　□

健

その他

康部

一般会計
不妊

Ｂ
　
事
　
業

治

　
実
　
績

２３年度実績

療

２４年度実績 ２５年度

費

実績 ２６年度計画

・助

助

成件数　258件 ・助

成

成件数　274件 ・助

事

成件数　280件 ・助

業

成件数　290件
・助

担

成金額　9,115,

当

000円 ・助成金額　

課

9,338,000円

健

・助成金額　9,86

康

1,000円 ・助成金

課

額　11,600,0

款

00円

　助成件数が増

項

加し、申請者への経済

目

的負担軽減を図ること

担

ができた。

成果

(でき

当

たこと)

　より多くの

係

夫婦が治療を受けられ

保

るよう、さらに周知に

健

努める必要がある。
課

予

題

(できなか 

 った

防

こと)

指標名称（単位

係

）
実績値 目標値

２３年

4

度 ２４年度 ２５年度 ２

1

６年度 ２８年度

成果 不

2

妊治療費助成件数（件） 258 274 280 290 300
指標

 
指標

　助成金額（1件あたり上限額）
他市との 　碧南市・高浜市・知立市・安城市・西尾市各5万円、豊田市4.5万円、みよし市10万円
比較検証



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 754 1,051 876 1,097 合計 876,456 円
委託料 876,456 円

財
　
源

特定財源 753 976 842 989

一般財源 1 75 34 108

職員人件費　② 1,795 1,415 3,226 3,737

総事業費（①＋②） 2,549 2,466 4,102 4,834

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 愛知県子育て支援対策基金事
業費補助金

２７年度以降の事業費見込 0 ホームヘルパー派遣手数料

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

２

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

６

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

年

総合計画
分野 福祉安全

度

基本施策 健康づくり
施

　

策体系
施策の内容 母子

刈

保健の推進

目
　
　
　
的

谷

産後の母親の身体的、

市

精神的負担の軽減を図

事

主
た
る
内
容

○産後にお

務

ける母親の健康を守る

事

ため核家族
る。 世帯を

業

対象にホームヘルパー

評

を派遣し家事支
援を行

価

う。
○刈谷市社会福祉

シ

協議会へ委託し、産後

ー

2か月
の間で30日を

ト

限度に1日1回3時間

（

以内のヘルパ
ー派遣を

様

し、家事援助を行う。

式

位
置
づ
け

関連計画 男女

１

共同参画プラン

根拠法

）

令 刈谷市産後ヘルパー

会

派遣事業実施要綱

対象

計

者 市民(産後2か月以

名

内の母親の家族） 事業

担

期間 平成１６年度 ～

実

当

施方法 □直営　■委託

部

　□指定管理　□補助

福

・助成　□その他

祉健康部

一般会計
産

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

後

３年度実績 ２４年度実

ヘ

績 ２５年度実績 ２６年

ル

度計画

利用者：23人

パ

利用者：32人 利用者

ー

：30人 希望者に対し

派

、ヘルパーを派
平均利

遣

用日数：12.0日 平

事

均利用日数：15.0

業

日 平均利用日数：12

担

.8日 遣する。
平均利

当

用時間：18.7時間

課

平均利用時間：24.

健

2時間 平均利用時間：

康

22.5時間

　利用者

課

について、前年度と比

款

べ、同様の人数であり

項

、定着している。

成果

目

(できたこと)

　利用

担

者数に大きな差はない

当

が、産後うつの防止や

係

、産後の身体の回復の

母

ため、積極的に利用し

子

てもらうため、効果的

保

な
課題

周知を図る必要

健

がある。
(できなか 

係

 ったこと)

指標名称

4

（単位）
実績値 目標値

1

２３年度 ２４年度 ２５

2

年度 ２６年度 ２８年度

成果 産後ヘルパー利用者数（人） 23 32 30 34 34
指標

 
指標

 
他市との
比較検証



度 ２６年度 ２８年度

活動 歯科健診受診率（40、50、60、70歳）（％） 15.7 15.4 18.3 18.3 18.5
指標

指標
他市と比較して、歯科健診の受診率は第1位（平成24年度刈谷市受診率15.4％）となっている。

他市との 　平成24年度歯科健診受診率（40、50、60、70歳）
比較検証 　碧南市10.9％、安城市5.8％、知立市6.9％、高浜市6.4％、西尾市14.5％

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 23,352 24,658 25,952 30,916 合計 25,951,793 円
需用費 282,584 円

財
　
源

特定財源 8,738 7,715 7,405 8,201 委託料 25,668,709 円
使用料及び賃借料 500 円

一般財源 14,614 16,943 18,

Ｄ

547 22,715

職

　

員人件費　② 3,58

　

9 3,891 3,57

　

7 4,104

総事業費

Ｏ

（①＋②） 26,94

　

1 28,549 29,

　

529 35,020

建

∧

設
事
業

全体事業費（単

　

位：千円） 0 ２５年度

　

特定財源名称

２５年度

実

迄の累積事業費 0 健康

　

増進事業費補助金（県

　

）
健康増進事業各種検

施

診個人負

２７年度以降

　

の事業費見込 0 担金

　
∨

平

Ｐ

成

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

２

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

６

　
業
　
概
　
要

総合計画

年

分野 福祉安全

基本施策

度

健康づくり
施策体系

施

　

策の内容 健康の増進

目

刈

　
　
　
的

健康保持、生

谷

活習慣病及びＣ型・Ｂ

市

型肝炎の

主
た
る
内
容

○

事

市民を対象とし、歯科

務

健診、骨粗しょう症
予

事

防と早期発見、早期治

業

療を図ることを目的 検

評

診、肝炎ウイルス検診

価

等の事業を行う。
とす

シ

る。

位
置
づ
け

関連計画

ー

健康日本２１かりや計

ト

画

根拠法令 健康増進法

（

対象者 市民（※対象年

様

齢、条件あり） 事業期

式

間 平成６年度 ～

実施方

１

法 ■直営　■委託　□

）

指定管理　□補助・助

会

成　□その他

計名 担当部 福祉健

Ｂ
　

康

事
　
業
　
実
　
績

２３年

部

度実績 ２４年度実績 ２

一

５年度実績 ２６年度計

般

画

骨粗しょう症検診 骨

会

粗しょう症検診 骨粗し

計

ょう症検診 骨粗しょう

健

症検診
（ドック含む）

康

1,671人 （ドック

診

含む）1,551人 （

査

ドック含む）1,55

事

0人 （ドック含む）1

業

,650人
歯科健診2

担

,198人 歯科健診2

当

,568人 歯科健診2

課

,920人 歯科健診3

健

,300人
肝炎ウイル

康

ス検診Ｂ型1,992

課

人肝炎ウイルス検診Ｂ

款

型1,756人肝炎ウ

項

イルス検診Ｂ型1,4

目

70人肝炎ウイルス検

担

診Ｂ型1,599人
　

当

　　　　　　　Ｃ型1

係

,994人　　　　　

成

　　　Ｃ型1,756

人

人　　　　　　　　Ｃ

保

型1,468人　　　

健

　　　　　Ｃ型1,5

係

99人

　疾病の予防、

4

早期発見に結びついて

1

いる。また、歯科健診

3

については個別勧奨を実施し受診率が向上した。

成果

(できたこと)

　歯科健診の受診率は20％に満たない状況であるため、未受診者への勧奨を行い、今後もより一層の受診率向上を図る必
課題

要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年



144 200 220
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,823 12,148 11,386 13,713 合計 11,385,603 円
需用費 162,973 円

財
　
源

特定財源 4,041 4,167 3,942 4,500 役務費 127,182 円
委託料 11,095,448 円

一般財源 7,782 7,981 7,444 9,213

職員人件費　② 4,307 3,891 3,928 3,737

総事業費（①＋②） 16,130 16,039 15,314 17,450

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 人間ドック個人負担金

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

２

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

６

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

年

合計画
分野 福祉安全

基

度

本施策 健康づくり
施策

　

体系
施策の内容 健康の

刈

増進

目
　
　
　
的

生活習

谷

慣病の予防とがんの早

市

期発見・早期治

主
た
る

事

内
容

○40歳未満の市

務

民を対象に、がんを含

事

む生活
療を図る。 習慣

業

病予防に重点をおいた

評

健康診査（ 循環器
健

価

診等と肺・胃・大腸が

シ

んの検診）を行い、
生

ー

活習慣改善及び疾病の

ト

早期発見・早期治療
の

（

ためドックを実施する

様

。

位
置
づ
け

関連計画 健

式

康日本２１かりや計画

１

根拠法令

対象者 40歳

）

未満の市民 事業期間 平

会

成２０年度 ～

実施方法

計

■直営　■委託　□指

名

定管理　□補助・助成

担

　□その他

当部 福祉健康部

一

Ｂ
　
事

般

　
業
　
実
　
績

２３年度

会

実績 ２４年度実績 ２５

計

年度実績 ２６年度計画

簡

受診者数：449人 受

易

診者数：463人 受診

人

者：438人 受診者予

間

定数：500人

　がん

ド

を含む生活習慣病の予

ッ

防に貢献している。ま

ク

た、若い年齢から健康

事

診査を定期的に受診す

業

る習慣をつけ、メタボ

担

　

成果 リックシンドロ

当

ーム及びその予備軍や

課

結果が良好な人にも健

健

康相談や栄養指導を行

康

うことで、40歳から

課

のメタボリック　

(で

款

きたこと) シンドロー

項

ムなど生活習慣病の予

目

防に貢献している。

　

担

初回受診者に対しては

当

、できるだけ結果説明

係

参加を勧奨し、結果を

成

通じて生活習慣改善に

人

向けた指導を実施して

保

いるが
課題

来所されな

健

い人には結果を郵送し

係

ているため、要指導者

4

であっても説明をする

1

ことが出来ない。結果

3

説明への参加を勧奨
(できなか 

し、生活習慣改善に向けた取組の充実を図る必要がある。
 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 結果説明参加者数（人） 189 174



ドック受診者数（人） 596 596 597 700 700
指標
成果 脳動脈瘤（疑い含む）発見者数（人） 53 60 45 70 70
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,340 11,417 11,243 14,180 合計 11,242,826 円
需用費 18,432 円

財
　
源

特定財源 0 655 710 750 役務費 98,000 円
委託料 11,126,394 円

一般財源 11,340 10,762 10,533 13,430

職員人件費　② 1,436 2,476 1,823 3,591

総事業費（①＋②） 12,776 13,893 13,066 17,771

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 後期高齢者医療制度特別対策
補助金

２７年度以降

Ｄ

の事業費見込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ

成

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

２

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

６

　
業
　
概
　
要

総合計画

年

分野 福祉安全

基本施策

度

健康づくり
施策体系

施

　

策の内容 健康の増進

目

刈

　
　
　
的

脳の疾患は自

谷

覚症状がなく突然発症

市

し、発症

主
た
る
内
容

○

事

問診、診察、血圧測定

務

、磁気共鳴装置（Ｍ
す

事

ると重度の後遺症や死

業

亡に至る深刻な結果 Ｒ

評

Ｉ・ＭＲＡ）を用いた

価

画像診断、医師によ
を

シ

引き起こす場合がある

ー

ため、疾患の予防や る

ト

結果説明及び指導。
早

（

期発見による治療に結

様

びつけ、健康保持・ ※

式

対象者の条件
増進を図

１

る。 　40歳以上の市

）

民で脳ドック事業にお

会

いて初
めて受診する人

計

位
置
づ
け

関連計画 健康

名

日本２１かりや計画

根

担

拠法令  

対象者 主たる

当

内容欄※参照 事業期間

部

平成１６年度 ～

実施方

福

法 ■直営　■委託　□

祉

指定管理　□補助・助

健

成　□その他

康部

一般会計
脳ド

Ｂ
　

ッ

事
　
業
　
実
　
績

２３年

ク

度実績 ２４年度実績 ２

事

５年度実績 ２６年度計

業

画

定員：600人 定員

担

：600人 定員：60

当

0人 定員：700人
申

課

込者数：1,402人

健

申込者数：1,300

康

人 申込者数：1,09

課

6人
申込倍率：2.3

款

4倍 申込倍率：2.1

項

7倍 申込倍率：1.8

目

3倍
受診者数：596

担

人 受診者数：596人

当

受診者数：597人

　

係

脳動脈瘤等の早期発見

成

により、早期治療や疾

人

患発生の予防に貢献し

保

た。多数回落選者に対

健

して優先枠を設け、受

係

診しや

成果 すい環境を

4

整えている。また次年

1

度に向けて定員枠を拡

3

大した。

(できたこと)

　現在は対象者を初回の人のみとしているが、平成16年度から始まり10年が経過したこともあり、2回目の申込み等につ
課題

いて検討する必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 脳



３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 特定健康診査受診率（％） 42.6 43.8 42.0 44.0 48.0
指標

指標
＜特定健康診査受診率＞法定報告

他市との 刈谷市：21年度41.6％、22年度41.2％、23年度41.0％、24年度42.0％
比較検証 安城市：21年度40.2％、22年度39.2％、23年度40.6％、24年度40.8％

知立市：21年度35.8％、22年度37.5％、23年度37.4％、24年度38.3％

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 170,380 183,259 180,239 201,144 合計 180,239,461 円
需用費 2,399,881 円

財
　
源

特定財源 152,760 167,878 166,258 193,042 役務費 4,255,000 円
委託料 173,584,580 円

一般財源 17

Ｄ

,620 15,381

　

13,981 8,10

　

2

職員人件費　② 5,

　

025 4,952 5,

Ｏ

681 5,569

総事

　

業費（①＋②） 175

　

,405 188,21

∧

1 185,920 20

　

6,713

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

実

） 0 ２５年度特定財源

　

名称

２５年度迄の累積

　

事業費 0 健康増進事業

施

費補助金（県）
特定健

　

診等受託収入

２７年度

　

以降の事業費見込 0 後

∨

期高齢者医療広域連合受託
事業収入

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

２

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

６

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

年

合計画
分野 福祉安全

基

度

本施策 健康づくり
施策

　

体系
施策の内容 健康の

刈

増進

目
　
　
　
的

生活習

谷

慣病予防を効果的に進

市

めるため、メタ

主
た
る

事

内
容

○40歳以上の刈

務

谷市国民健康保険加入

事

者、後
ボリックシンド

業

ロームに着目した健康

評

診査を 期高齢者医療保

価

険加入者等を対象に、

シ

医療保
行い、生活習慣

ー

の改善を図る。 険者に

ト

義務付けられた生活習

（

慣病予防のため
の特定

様

健康診査等を行う。

位

式

置
づ
け

関連計画 国民健

１

康保険特定健康診査等

）

実施計画、健康日本２

会

１かりや計画

根拠法令

計

高齢者の医療の確保に

名

関する法律、健康増進

担

法

対象者 主たる内容欄

当

参照 事業期間 平成２０

部

年度 ～

実施方法 ■直営

福

　■委託　□指定管理

祉

　□補助・助成　□そ

健

の他

康部

一般会計
特定

Ｂ
　
事
　
業
　

健

実
　
績

２３年度実績 ２

康

４年度実績 ２５年度実

診

績 ２６年度計画

特定健

査

康診査受診者数 特定健

等

康診査受診者数 特定健

事

康診査受診者数 特定健

業

康診査受診者予定数
9

担

,084人 9,586

当

人 9,738人 10,

課

350人
後期高齢健康

健

診査受診者数 後期高齢

康

健康診査受診者数 後期

課

高齢者健康診査受診者

款

数 後期高齢者健康診査

項

受診者予
4,726人

目

5,002人 5,03

担

6人 定数
5,300人

当

対象者に対しては受診

係

票を送
付。未受診者に

成

対しては受診
勧奨のは

人

がきを郵送。市民だ
よ

保

りに受診勧奨記事掲載

健

。

　生活習慣病の予防

係

のための意識づけ、メ

4

タボリックシンドロー

1

ムの予防につながって

3

いると考える。

成果

(できたこと)

　受診率が横ばいであり、生活習慣病の予防のために、40～64歳の働き盛りの年代の未受診者へ勧奨する必要がある。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,343 1,388 1,536 2,544 合計 1,535,753 円
需用費 571,425 円

財
　
源

特定財源 1,020 1,172 1,310 1,685 役務費 482,000 円
委託料 482,328 円

一般財源 323 216 226 859

職員人件費　② 5,025 4,598 5,681 5,936

総事業費（①＋②） 6,368 5,986 7,217 8,480

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 特定健診等受託収入

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 福祉安全

基本

度

施策 健康づくり
施策体

　

系
施策の内容 健康の増

刈

進

目
　
　
　
的

動機付け

谷

支援・積極的支援の対

市

象者が自らの

主
た
る
内

事

容

○特定健康診査等の

務

結果に基づき、情報提

事

供
健康状態を自覚し、

業

生活習慣の改善に係る

評

自 ・動機付け支援・積

価

極的支援の3階層に区

シ

分し
主的な取り組みの

ー

実施を図る。 、保健指

ト

導等を行う。

位
置
づ
け

（

関連計画 国民健康保険

様

特定健康診査等実施計

式

画、健康日本２１かり

１

や計画

根拠法令 高齢者

）

の医療の確保に関する

会

法律、健康増進法

対象

計

者 動機付け・積極的支

名

援に該当する人等 事業

担

期間 平成２０年度 ～

実

当

施方法 ■直営　□委託

部

　□指定管理　□補助

福

・助成　□その他

祉健康部

一般会計
特

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

定

３年度実績 ２４年度実

保

績 ２５年度実績 ２６年

健

度計画

積極的支援参加

指

者数　   32人積

導

極的支援参加者数　 

事

  33人積極的支援

業

参加者数　   26

担

人未参加者への個別勧

当

奨や参加
動機付け支援

課

参加者数　107人動

健

機付け支援参加者数　

康

105人動機付け支援

課

参加者数　110人者

款

への継続した支援を行

項

う。

　内臓脂肪蓄積の

目

程度とリスク要因によ

担

り直接対象者に働きか

当

け、生活習慣改善の意

係

識付けができた。

成果

成

(できたこと)

　実施

人

内容の検討をすすめる

保

とともに、積極的に参

健

加勧奨をして実施率の

係

向上を図る必要がある

4

。
課題

(できなか 

 

1

ったこと)

指標名称（

3

単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 積極的支援参加率（％） 10.9 11.4 10.7 12.0 14.0
指標
成果 動機付け支援参加率（％） 13.5 12.3 13.2 16.0 20.0
指標

　
他市との
比較検証



に集まっ

成果 て、ウォーキングや卓球等の運動を実践するグループもあり、前向きな姿勢が見られた。

(できたこと) 　また、かりやヘルスアップ大学卒業後も健康に対する意識や意欲が維持できることや卒業生同士の交流を目的としたス

キルアップセミナーを開催し、健康づくりの取組みに関する情報交換ができた。

　かりやヘルスアップ大学特別講座では、卒業生の協力を得て、市民を対象に健康的な生活習慣の知識の普及を図ってき
課題

たが、卒業生の活動の場等については機会が限られており、今後卒業生も増加していくことから、検討する必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 ヘルスアップ大学卒業生（人） 36 34 34 36 36
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 603 655 589 1,017 合計 589,128 円
報償費 420,386 円

財

Ｄ

　
源

特定財源 130 1

　

62 154 138 需用

　

費 90,812 円
役

　

務費 66,930 円

Ｏ

一般財源 473 493

　

435 879 使用料及

　

び賃借料 11,000

∧

 円

職員人件費　② 7

　

,178 7,074 6

　

,382 6,668

総

実

事業費（①＋②） 7,

　

781 7,729 6,

　

971 7,685

建
設

施

事
業

全体事業費（単位

　

：千円） 0 ２５年度特

　

定財源名称

２５年度迄

∨

の累積事業費 0 講座受講料

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ

２

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

６

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

年

概
　
要

総合計画
分野 福

度

祉安全

基本施策 健康づ

　

くり
施策体系

施策の内

刈

容 健康の増進

目
　
　
　

谷

的

市民が健康のために

市

必要なことを、仲間と

事

の

主
た
る
内
容

○健康の

務

基本を学ぶ場として、

事

「栄養･運動･
交流を

業

図りながら自ら学習す

評

ることにより、 休養」

価

についての講座や実技

シ

を、年間25回程
健康

ー

に対する意識の高揚と

ト

健康寿命の延伸を 度行

（

う。
図る。   

位
置
づ

様

け

関連計画 健康日本２

式

１かりや計画

根拠法令

１

健康増進法

対象者 50

）

～60歳代の運動制限

会

のない男女 事業期間 平

計

成１６年度 ～

実施方法

名

■直営　□委託　□指

担

定管理　□補助・助成

当

　□その他

部 福祉健康部

一般

Ｂ
　
事

会

　
業
　
実
　
績

２３年度

計

実績 ２４年度実績 ２５

か

年度実績 ２６年度計画

り

かりやヘルスアップ大

や

学卒業 かりやヘルスア

ヘ

ップ大学卒業 かりやヘ

ル

ルスアップ大学卒業 か

ス

りやヘルスアップ大学

ア

卒業
生36人 生34人

ッ

生34人 生
延べ参加者

プ

数775人 延べ参加者

大

数836人 延べ参加者

学

数808人 36人
かり

事

やヘルスアップ大学特

業

別 かりやヘルスアップ

担

大学特別 かりやヘルス

当

アップ大学特別 延べ参

課

加者予定数800人
講

健

座　参加者数43人 講

康

座　参加者数51人 講

課

座　参加者数49人 か

款

りやヘルスアップ大学

項

特別
かりやヘルスアッ

目

プ大学スキ かりやヘル

担

スアップ大学スキ かり

当

やヘルスアップ大学ス

係

キ 講座　参加予定者数

健

50人
ルアップセミナ

康

ー ルアップセミナー　

増

ルアップセミナー かり

進

やヘルスアップ大学ス

係

キ
参加者数58人 参加

4

者数85人 参加者数6

1

8人 ルアップセミナー

3

参加予定者数100人

　参加者同士の交流が積極的に行われ、健康に対する意識の向上が図られた。参加者の中には、自主的に定期的



タの変化を見ると、体重・腹囲・体脂肪率は減少し、筋力・全身持久力・長座体前屈の測定結果が改善がする等の

(できたこと) 効果が表れている。

　受講者同士が顔なじみとなり、交流を深めることができ、社会参加の機会の増加につながった。

　教室利用者数の増加は、60歳以上の延べ利用者数の増加によるものの割合がほとんどである。今後は早期からの生活習
課題

慣病予防という観点から、メタボリックシンドローム予備軍・該当者の利用についても、参加しやすいような対策を取る
(できなか 

必要がある。
 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 げんき度測定と個別支援教室の受講者数（人） 22,859 31,929 32,997 31,000 31,000
指標 　　　　　　　　　　　　　　　

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２

Ｄ

５年度 ２６年度 ２５年

　

度

（決算） （決算） （

　

決算） （予算） 事業費

　

内訳

事業費　① 24,

Ｏ

878 30,320 3

　

0,482 31,74

　

1 合計 30,482,

∧

139 円
需用費 32

　

6,587 円

財
　
源

　

特定財源 13,962

実

19,231 20,3

　

09 21,826 役務

　

費 270,116 円

施

委託料 28,471,

　

716 円

一般財源 1

　

0,916 11,08

∨

9 10,173 9,915 使用料及び賃借料
1,413,720 円

職員人件費　② 21,894 16,977 21,110 22,057

総事業費（①＋②） 46,772 47,297 51,592 53,798

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 健康増進事業費補助金（県）
介護予防普及啓発事業受託収

２７年度以降の事業費見込 0 入

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

２

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

６

事
　
業
　
概
　
要

総合計

年

画
分野 福祉安全

基本施

度

策 健康づくり
施策体系

　

施策の内容 健康の増進

刈

目
　
　
　
的

病気を持っ

谷

た人や低体力の人でも

市

、安全に安

主
た
る
内
容

事

○自らの健康状態、生

務

活習慣、体力の状況を

事

心して、効果的な運動

業

ができる場所を提供し

評

知るための健康度評価

価

を実施することで、健

シ

運動習慣の定着を促す

ー

ことで､健康保持・増

ト

進 康づくりに取り組む

（

ためのきっかけづくり

様

を
・介護予防を図る。

式

行う。
○個別支援教室

１

では、医師や健康運動

）

指導士
等の指導のもと

会

、安全で効果的な運動

計

をする
ことで自らの健

名

康づくりに取り込むこ

担

とがで
きるように支援

当

する。

位
置
づ
け

関連計

部

画 健康日本２１かりや

福

計画

根拠法令 健康増進

祉

法

対象者 13歳以上の

健

市民 事業期間 平成２３

康

年度 ～

実施方法 □直営

部

　■委託　□指定管理

一

　□補助・助成　□そ

般

の他

会計
げんき応援事

Ｂ
　
事
　
業
　

業

実
　
績

２３年度実績 ２

担

４年度実績 ２５年度実

当

績 ２６年度計画

げんき

課

度測定を受けた人　　

健

げんき度測定を受けた

康

人 げんき度測定を受け

課

た人 げんき度測定を受

款

けた人
　　　　　　　

項

　　　1,673人　

目

　　　　　　　　　1

担

,673人　　　　　

当

　　　　　1,741

係

人　　　　　　　　　

健

　  900人
個別支

康

援教室利用者数 個別支

増

援教室利用者数 個別支

進

援教室利用者数 個別支

係

援教室利用者数
　　　

4

　　　　　 　21,

1

186人　　　　　　

3

　　　 30,256人　　　　　　　　　 31,256人　　　　　　　　　 30,100人
　　　　　　　　
　　　　　　　　

　一人ひとりの健康状態にあわせた、安全で効果的な運動処方の提供や運動の実践を図ることができた。教室受講者の測

成果 定デー



,24ん279人
小児用肺炎球菌8,660人 8人 小児用肺炎球菌7,264人 
子宮頸がん7,546人 子宮頸がん2,446人

・予防接種を実施することにより、感染症を予防することができた。

成果 ・乳幼児期に実施する予防接種については、90％前後の接種率となっている。

(できたこと)

　麻しんと風しんの予防接種であるＭＲ2期の接種率が94.6％であり、接種率95％以上とするため早期の接種勧奨を行い
課題

さらに接種率を向上させる必要がある
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 定期予防接種延人数（人） 29,835 28,807 35,773 39,950 40,000
指標
成果 行政措置予防接種延人数（人） 23,716 16,975 ― ― ―
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年

Ｄ

度 ２５年度 ２６年度 ２

　

５年度

（決算） （決算

　

） （決算） （予算） 事

　

業費内訳

事業費　① 5

Ｏ

60,949 481,

　

002 392,499

　

461,311 合計 3

∧

92,499,389

　

 円
旅費 26,630

　

 円

財
　
源

特定財源 1

実

31,937 85,2

　

51 2,628 6,2

　

70 需用費 725,7

施

03 円
役務費 2,3

　

20,858 円

一般

　

財源 429,012 3

∨

95,751 389,871 455,041 委託料 381,350,406 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 13,639 16,977 16,552 17,294 交付金 5,902,720 円
扶助費 2,173,072 円

総事業費（①＋②） 574,588 497,979 409,051 478,605

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 風しんワクチン接種緊急促進
事業費補助金

２７年度以降の事業費見込 0

平

Ｐ

成

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

２

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

６

　
業
　
概
　
要

総合計画

年

分野 福祉安全

基本施策

度

健康づくり
施策体系

施

　

策の内容 予防接種と感

刈

染症対策

目
　
　
　
的

乳

谷

幼児、児童及び生徒の

市

健康保持のため、予

主

事

た
る
内
容

○ＢＣＧ、4

務

種混合、ＭＲ、日本脳

事

炎、ヒブ等
防接種を実

業

施することにより、ポ

評

リオを初め の予防接種

価

を実施する。
各種疾病

シ

の予防を図る。

位
置
づ

ー

け

関連計画  

根拠法令

ト

予防接種法

対象者 市民

（

（20歳未満） 事業期

様

間 ～

実施方法 □直営　

式

■委託　□指定管理　

１

□補助・助成　□その

）

他

会計名 担当部 福祉

Ｂ
　
事
　
業
　
実

健

　
績

２３年度実績 ２４

康

年度実績 ２５年度実績

部

２６年度計画

経口生ポ

一

リオ2,685人 経口

般

生ポリオ1,419人

会

 不活化 不活化ポリオ

計

2,123人 ＢＣＧ

予

予防接種法に定められ

防

た定期
ＢＣＧ1,69

接

6人，風疹2人 ポリオ

種

5,449人 ＢＣＧ

事

1,630人1,47

業

0人 4種混合5,3

担

54人 ＤＰ予防接種

当

を実施する。
ＤＰＴ6

課

,810人、ＤＴ1,

健

365人  4種混合1

康

,202人 風疹3人

課

 Ｄ Ｔ1,867人 

款

ＤＴ2期1,239人

項

 日
日本脳炎1期5,

目

524人、1期特例Ｐ

担

Ｔ5,792人 ＤＴ

当

1,300人 日 本脳

係

炎1期4,589人 

保

1期特例748
2,7

健

62人、2期2,79

予

0人 本脳炎1期4,6

防

09人 1期特例1,

係

3人 2期440人 

4

ＭＲ1期1,655人

1

 
ＭＲ1期1,624

4

人、2期1,293人､90人 2期955人 行政措置17人 2期1,354人 ヒブ7,403人 小児
3期1,443人、4期1,841人 ＭＲ1期1,666人 2期1,359人 3用肺炎球菌7,252人 子宮頸が
ヒブ7,510人 期1,371人 4期662人 ヒブ7



度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 17,774 19,044 14,710 17,489 合計 14,709,960 円
委託料 14,709,960 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 17,774 19,044 14,710 17,489

職員人件費　② 1,077 1,415 912 1,685

総事業費（①＋②） 18,851 20,459 15,622 19,174

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ

成

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

２

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

６

　
業
　
概
　
要

総合計画

年

分野 福祉安全

基本施策

度

健康づくり
施策体系

施

　

策の内容 予防接種と感

刈

染症対策

目
　
　
　
的

市

谷

民の健康保持のため、

市

胸部レントゲン直接

主

事

た
る
内
容

○70歳以上

務

の人を対象に、胸部レ

事

ントゲン直
撮影を実施

業

し、結核の早期発見に

評

努める。 接撮影を行う

価

。（65歳から69歳

シ

については、
肺がん検

ー

診において実施してい

ト

る。）

位
置
づ
け

関連計

（

画  

根拠法令 感染症法

様

対象者 65歳以上の市

式

民 事業期間 昭和５５年

１

度 ～

実施方法 ■直営　

）

■委託　□指定管理　

会

□補助・助成　□その

計

他

名 担当部 福祉健康

Ｂ
　
事
　
業
　
実

部

　
績

２３年度実績 ２４

一

年度実績 ２５年度実績

般

２６年度計画

受診者数

会

：8,670人 受診者

計

数：9,236人 受診

住

者数（70歳以上）：

民

7,220受診者数（

検

70歳以上）：7,5

診

60
人 人
（65歳～6

事

9歳の受診者2,47

業

5人（65歳～69歳

担

の受診者につい
につい

当

ては肺がん検診受診者

課

ては肺がん検診受診者

健

として
として計上） 計

康

上）

　結核の早期発見

課

に貢献している。

成果

款

(できたこと)

　結核

項

の発病が高齢者に多い

目

と言われる現状の中、

担

より一層の受診率の向

当

上を図る必要がある。

係

課題

(できなか 

 っ

成

たこと)

指標名称（単

人

位）
実績値 目標値

２３

保

年度 ２４年度 ２５年度

健

２６年度 ２８年度

成果

係

結核健診受診率（％）

4

37.7 38.6 38

1

.5 40.0 40.0

4

指標
 

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,325 3,336 5,556 3,566 合計 5,555,559 円
報償費 2,000 円

財
　
源

特定財源 4,325 3,336 2,733 3,566 需用費 282,502 円
役務費 800,000 円

一般財源 0 0 2,823 0 委託料 4,287,201 円
使用料及び賃借料 45,570 円

職員人件費　② 1,436 1,415 1,403 1,832 負担金、補助及び
交付金 138,286 円

総事業費（①＋②） 5,761 4,751 6,959 5,398

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0 犬登録鑑札交付手数料、狂犬
病予防注射済票交付手数料、

２７年度以降の事業費見込 0 犬鑑札再交付手数料、狂犬病
予防注射済票再交付手数料

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

２

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

６

事
　
業
　
概
　
要

総合計

年

画
分野 福祉安全

基本施

度

策 健康づくり
施策体系

　

施策の内容 予防接種と

刈

感染症対策

目
　
　
　
的

谷

犬の登録及び年1回の

市

狂犬病予防注射の徹底

事

を

主
た
る
内
容

○獣医師

務

団体等と協力して、犬

事

の登録及び狂
図ること

業

で狂犬病の発生を予防

評

し撲滅するこ 犬病予防

価

の注射義務を周知する

シ

とともに、そ
とにより

ー

、公衆衛生の向上及び

ト

公共の福祉の の機会を

（

提供する。
増進を図る

様

。

位
置
づ
け

関連計画  

式

根拠法令 狂犬病予防法

１

対象者 市民 事業期間 平

）

成１２年度 ～

実施方法

会

■直営　■委託　□指

計

定管理　□補助・助成

名

　□その他

担当部 福祉健康部

Ｂ
　
事

一

　
業
　
実
　
績

２３年度

般

実績 ２４年度実績 ２５

会

年度実績 ２６年度計画

計

総登録頭数　　7,9

狂

74頭 総登録頭数　　

犬

8,046頭 総登録頭

病

数　　7,820頭 犬

予

の登録及び狂犬病予防

防

注射
　（新規登録　　

事

589頭） 　（新規登

業

録　　568頭） 　（

担

新規登録　　482頭

当

） 事務の実施
注射頭数

課

　　　7,325頭 注

健

射頭数　　　7,32

康

3頭 注射頭数　　　7

課

,182頭

　狂犬病予

款

防注射未接種の飼い主

項

に対し督促を送付する

目

ことにより接種率も概

担

ね高水準にあり、国内

当

での狂犬病の発生も

成

係

果 抑制できている。

(

保

できたこと)

　体調不

健

良等の理由以外で予防

企

注射未接種の飼い主へ

画

の啓発。
課題

(できな

係

か 

 ったこと)

指標

4

名称（単位）
実績値 目

1

標値

２３年度 ２４年度

4

２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 狂犬病予防接種率（％） 91.8 　91.0 　91.8 　92.0 92.0
指標

 
指標

　平成24年度接種率
他市との 　碧南市　86.7％、安城市　84.9％、知立市　82.0％、高浜市　86.2％
比較検証



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,295 3,101 2,953 3,875 合計 2,952,507 円
需用費 2,580,782 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 371,725 円

一般財源 3,295 3,101 2,953 3,875

職員人件費　② 718 1,061 1,052 1,246

総事業費（①＋②） 4,013 4,162 4,005 5,121

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ

成

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

２

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

６

　
業
　
概
　
要

総合計画

年

分野 福祉安全

基本施策

度

健康づくり
施策体系

施

　

策の内容 予防接種と感

刈

染症対策

目
　
　
　
的

公

谷

衆衛生の向上を図り、

市

清潔で住みよい環境

主

事

た
る
内
容

○地域への薬

務

剤散布噴煙機の貸出し

事

及び殺虫
づくりを推進

業

する。 剤の配布を行い

評

、感染症を予防する。

価

位
置
づ
け

関連計画  

根

シ

拠法令  

対象者 自治会

ー

、市民 事業期間 ～

実施

ト

方法 ■直営　■委託　

（

□指定管理　□補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

福

年度実績 ２４年度実績

祉

２５年度実績 ２６年度

健

計画

殺虫剤噴煙機の貸

康

出 殺虫剤噴煙機の貸出

部

殺虫剤噴煙機の貸出 殺

一

虫剤噴煙機の貸出及び

般

水溶
　　　　　　　　

会

　169台 　　　　　

計

　　　　166台 　　

薬

　　　　　　　163

剤

台 性殺虫剤の配付
水溶

散

性殺虫剤の配付 水溶性

布

殺虫剤の配付 水溶性殺

事

虫剤の配付
　　　　　

業

　　　5,474個 　

担

　　　　　　　5,8

当

56個 　　　　　　　

課

　5,310個

　地区

健

（衛生委員）を通じて

康

殺虫剤噴煙機による薬

課

剤散布活動の実施、水

款

溶性殺虫剤の利用によ

項

り地域の公衆衛生の向

目

上

成果 を図ることがで

担

きた。

(できたこと)

当

　殺虫剤噴煙機の老朽

係

化による不具合が多い

保

が、既に部品調達は不

健

可能な状況である。同

企

様の噴煙機の生産廃止

画

も危惧さ
課題

れる状況

係

の中、機械の更新も課

4

題が多い。
(できなか

1

 

 ったこと)

指標名

5

称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 水溶性殺虫剤世帯配付数（個） 5,474 5,856 5,310 5,500 5,500
指標
成果 防疫用噴煙機貸出し台数（台） 169 166 163 166 166
指標

 
他市との
比較検証


